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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付職員就業規則（17規程第３

号。以下「任期付職員就業規則」という。）第42条の規定に基づき任期付職員の給与に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（給与の体系） 

第２条 任期付職員の給与は、任期付職員俸給（以下「俸給」という。）、諸手当及び賞与と

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、プロジェクト型任期付研究員及び国立研究開発法人産業技術総

合研究所職員就業規則（17規程第２号。以下「職員就業規則」という。）第４条の２第１項

に規定する混合給与適用職員であって、国立研究開発法人産業技術総合研究所職員給与規程

（17規程第６号。以下「職員給与規程」という。）第71条により任期付職員給与規程の適用



 

を受けることとなった職員の給与は、任期付職員基本年俸（以下「基本年俸」という。）、

業績給（雇用契約に業績給の定めがある任期付職員に限る。）及び諸手当とする。ただし、

任期付職員就業規則第４条第１号ロに規定する者は、前項の給与の体系によることができ

る。 

３ 諸手当は、職責手当、超過勤務手当、通勤手当、寒冷地手当、単身赴任手当、資格手当及

び連携研究手当とする。 

４ 賞与は、業績手当及び期末手当とする。 

（重複給与の禁止） 

第３条 任期付職員が研究所において他の職を兼ねる場合は、これに重複して給与を支給する

ことはできない。 

（俸給等の支給） 

第４条 新たに任期付職員となった者には、その日から俸給又は第12条の４の月額基本給（以

下「俸給等」という。）を支給する。 

２ 俸給等の額に変更が生じた者には、その日から新たに定められた俸給等を支給する。 

３ 任期付職員が退職（次項に規定する場合を除く。）又は懲戒解雇されたときは、その日ま

で俸給等を支給する。 

４ 任期付職員が死亡したときは、その月まで俸給等を支給する。 

５ 第２項又は第３項の規定により俸給等を支給する場合であって、月の初日から支給すると

き以外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その俸給等の額は、その期間

の現日数から任期付職員就業規則第22条第１号の休日（同条第２号から第４号までの休日と

重なった場合は、第１号の休日とみなす。）の日数を差し引いた日数を基礎として日割りに

よって計算する。 

６ 給与は、その全額を通貨で直接任期付職員に支払う。ただし、法令又は労使協定に基づ

き、給与の一部を控除して支払うことができる。 

７ 前項本文の規定にかかわらず、労使協定に基づき、任期付職員が希望する金融機関の本人

名義の口座に振込みの方法によって支払うことができる。 

（給与期間） 

第５条 給与期間は、一の月の初日から末日までとする。 

（給与の支給日） 

第６条 俸給等の支給定日は、毎月18日とし、給与期間の月額の全額を支給する。ただし、支

給定日が所定休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その日前において、その日に

最も近い休日でない日とする。 

２ 職責手当、通勤手当、単身赴任手当及び資格手当は、俸給等の支給方法に準じて支給す

る。ただし、俸給等の支給定日までにこれらの手当に係る事実が確認できない等のため、そ

の日に支給することができないときは、その日後に支給することができる。 

３ 超過勤務手当は、一の給与期間の分を次の給与期間における俸給等の支給定日に支給す

る。 

４ 寒冷地手当は、11月から翌年３月までの俸給等の支給定日に支給する。ただし、俸給等の



 

支給定日までに寒冷地手当に係る事実が確認できない等のため、その日に支給することがで

きないときは、その日後に支給することができる。  

５ 連携研究手当の支給日は、国立研究開発法人産業技術総合研究所人事規程（17規程第21

号。以下「人事規程」という。）第17条第２項に規定する部分在籍出向者の出向先の研究所

以外の独立行政法人、国立大学法人その他の法人（以下「出向先機関」という。）から第56

条の３の連携研究手当に相当する額が研究所に納付された日の属する月の翌月の俸給の支給

定日に支給する。 

６ 業績手当及び期末手当は、６月30日と12月10日にそれぞれ支給する。ただし、支給日が休

日に当たるときの支給日は、第１項ただし書の規定を準用する。 

（給与の即時払） 

第７条 前条の規定にかかわらず、理事長は、次の各号のいずれかに該当する場合において、

本人又は権利者の請求があった場合は、速やかに給与を支払う。ただし、給与を受ける権利

に係争があるときは、この限りでない。 

一 本人が死亡したとき。 

二 退職（前号に規定する場合を除く。）又は懲戒解雇されたとき。 

２ 前項の権利者とは、死亡当時本人の収入により生計を一にしていた者のうち、次の順位と

する。 

一 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）  

二 子 

三 父母 

四 孫及び祖父母 

五 その他これらに準ずる者 

（非常時払） 

第８条 理事長は、任期付職員が次の各号のいずれかに該当する場合において、本人の請求が

あったときは、第６条に規定する支給定日前であっても既往の労働に対する給与を支払う。 

一 本人又はその収入によって生計を維持する者の結婚、出産又は葬儀の費用にあてると

き。 

二 本人又はその収入によって生計を維持する者の病気、災害の場合の費用にあてるとき。 

三 本人又はその収入によって生計を維持する者の帰郷費用にあてるとき。 

四 その他理事長が特に必要と認めたとき。 

（勤務１時間当たりの給与額） 

第９条 第13条、第14条、第23条、第26条、第26条の２、第28条及び第30条に規定する勤務１

時間当たりの給与額は、俸給、職責手当（第13条第３項に規定する職責基本額に限る。）、

寒冷地手当及び資格手当の月額の合計額を当該年度の一月当たりの平均所定勤務時間数で除

して得た額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、基本年俸を支給するプロジェクト型任期付研究員及び混合給与

適用職員（以下「年俸制職員」という。）の勤務１時間当たりの給与額は、第12条の６の規

定により算出した額とする。 



 

（端数の取扱） 

第10条 第４条第５項の規定による日割計算及びその他により給与の額に、１円未満の端数を

生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

２ 前条の規定による勤務１時間当たりの給与額（以下「勤務１時間当たりの給与額」とい

う。）、第13条第４項の規定による職責加算額及び第14条の規定により超過勤務１時間当た

りの額を算定する場合において、当該額に、50銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、50銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。 

３ 一の給与期間の時間外労働、休日労働、休日又は休日以外の日における深夜労働（午後10

時から翌日の午前５時までの間の労働）の時間数の合計に１時間未満の端数がある場合は、

30分未満は切り捨て、30分以上は１時間に切り上げるものとする。 

４ 一の給与期間の欠勤の時間数、短従許可を受けて職務に従事しなかった時間数、託児時間

の時間数、介護休業の時間数及び介護時間の時間数の合計に１時間未満の端数がある場合

は、30分未満は切り捨て、30分以上は１時間に切り上げるものとする。 

第２章 任期付職員俸給 

（俸給月額の決定） 

第11条 俸給の月額は、任期付職員（年俸制職員を除く。以下この章において同じ。）の従事

する研究業務等に基づき当該別表第１に掲げる任期付職員俸給表（以下「俸給表」とい

う。）により決定された号俸の額とする。 

（俸給月額の変更） 

第12条 理事長は、任期付職員の研究業務等の実績からその能力の伸長が明らかに認められる

ときは、上位の号俸へ変更させることができる。 

第２章の２ 任期付職員基本年俸等 

（基本年俸の額等の算出方法） 

第12条の２ 年俸制職員の基本年俸、月額基本給、特例支給、勤務１時間当たりの給与の額及

び業績給の算出方法については、この章の定めるところによる。 

（基本年俸の決定） 

第12条の３ 基本年俸の額は、別表第２に掲げる任期付職員基本年俸表（以下「基本年俸表」

という。）により決定された号俸の額とする。 

２ 理事長は、その者の職務内容、免許、資格及び研究その他の職務に係る経験等を考慮し

て、これに適用すべき基本年俸の号俸を決定する。 

３ 前項の規定にかかわらず、理事長が特に必要と認める場合には、基本年俸表に定める号俸

の最高の号俸を超える額を基本年俸として支給することができる。 

（月額基本給） 

第12条の４ 基本年俸及び業績給の合計額を12で除して得た額を月額基本給とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者については、基本年俸及び業

績給の合計額を16で除して得た額を月額基本給として、支給することができる。 

一 雇用契約に別段の定めがある者 

二 職員就業規則第４条の２第１項に規定する混合給与適用職員 



 

（特例支給） 

第12条の５ 前条第２項の規定により月額基本給を支給する者には、同項の規定により算出し

た月額基本給に２を乗じた額を、給与として、第６条第５項に規定する日にそれぞれ支給す

る。 

（勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第12条の６ 第９条第２項の勤務１時間当たりの給与額は、基本年俸及び業績給の合計額を12

で除した額並びに職責手当（第13条第３項に規定する職責基本額に限る。）、寒冷地手当及

び資格手当の月額の合計額を当該年度の一月当たりの平均所定勤務時間数で除して得た額と

する。 

（業績給の決定） 

第12条の７ 業績給の額は、別表第３に掲げる業績給表により決定された号俸の額とする。 

２ 理事長は、その者の職務内容、免許、資格及び研究その他の職務に係る経験等を考慮し

て、これに適用すべき基準となる業績給の号俸（以下「基準号俸」という。）を決定する。 

３ 国立研究開発法人産業技術総合研究所職員人事評価規程（13規程第13号。以下「職員人事

評価規程」という。）第２条第５号に規定する年俸制業績審査を実施する年度までに支給す

る業績給の号俸は、基準号俸とする。 

４ 理事長は、年俸制業績審査を実施した年度の次の年度に支給する業績給について、任期付

職員の業績を処遇に反映させるため、当該年俸制業績審査の結果に基づき、基準号俸の額の

100分の０から100分の200までの範囲内において適用すべき業績給の号俸を決定する。 

 

第３章 諸手当 

第１節 職責手当 

（職責手当） 

第13条 職責手当は、労働基準法（昭和22年法律第49号）第41条第２号の監督若しくは管理の

地位にある任期付職員若しくは機密の事務を取り扱う任期付職員（以下「管理監督者等」と

いう。）又は独立して職務を行うことのできる任期付職員及びこれに準ずる任期付職員に支

給する。 

２ 職責手当は、職責基本額及び職責加算額とする。 

３ 職責基本額の月額は、職務における責任の程度及び職務の内容により次に掲げる額とす

る。 

一 職群Ａ（上級執行役員、執行役員、本部長、本部長代理、フェロー、上級首席研究員、

領域長及び総合センター長の職にある任期付職員） 

第Ⅱ種 160,000円 

第Ⅲ種 200,000円 

第Ⅳ種 250,000円 

第Ⅴ種 280,000円 

第Ⅵ種 320,000円 

第Ⅶ種 360,000円 



 

二 職群Ｂ（副本部長の職にある任期付職員） 

第Ⅰ種 200,000円 

第Ⅱ種 220,000円 

第Ⅲ種 236,000円 

第Ⅳ種 248,000円 

三 職群Ｃ（研究拠点の所長、つくばセンター次長並びに参事の職にある任期付職員） 

第Ⅱ種 170,000円 

第Ⅲ種 190,000円 

第Ⅳ種 200,000円 

第Ⅴ種 210,000円 

第Ⅵ種 220,000円 

第Ⅶ種 236,000円 

四 職群Ｄ（副領域長、副総合センター長、領域長補佐、総合センター長補佐、プロジェク

トマネージャー、チーフ知財オフィサー及びチーフ標準化オフィサーの職にある任期付職

員） 

第Ⅱ種 170,000円 

第Ⅲ種 190,000円 

第Ⅳ種 200,000円 

第Ⅴ種 210,000円 

第Ⅵ種 220,000円 

第Ⅶ種 236,000円 

五 職群Ｅ（研究部門長、研究センター長、地質情報基盤センター長、計量標準普及センタ

ー長、本部組織（企画本部、研究環境整備本部、総務本部及びセキュリティ・情報化推進

部に限る。）の部長及び監査室長の職にある任期付職員） 

第Ⅱ種 150,000円 

第Ⅲ種 160,000円 

第Ⅳ種 170,000円 

第Ⅴ種 190,000円 

第Ⅵ種 200,000円 

第Ⅶ種 220,000円 

第Ⅷ種 236,000円 

六 削除 

七 削除 

八 職群Ｈ（研究企画室長、総括企画主幹及び産業技術総括調査官の職にある任期付職員） 

第Ⅰ種 125,000円 

第Ⅱ種 150,000円 

第Ⅲ種 160,000円 

第Ⅳ種 170,000円 



 

九 職群Ｉ（研究連携オフィサー、知財オフィサー及び標準化オフィサーの職にある任期付

職員） 

第Ⅰ種 110,000円 

第Ⅱ種 125,000円 

第Ⅲ種 150,000円 

第Ⅳ種 160,000円 

十 職群Ｊ（事業所長、次長、所長代理、業務部長、審議役及び特別の組織の副センター長

の職にある任期付職員） 

第Ⅰ種 110,000円 

第Ⅱ種 125,000円 

第Ⅲ種 135,000円 

第Ⅳ種 150,000円 

第Ⅴ種 160,000円 

第Ⅵ種 160,000円 

第Ⅶ種 170,000円 

第Ⅷ種 190,000円 

第Ⅸ種 200,000円 

十一 職群Ｋ（ラボ長、副研究部門長、副研究センター長及び総括研究主幹の職にある任期

付職員） 

第Ⅱ種 110,000円 

第Ⅲ種 125,000円 

第Ⅳ種 140,000円 

第Ⅴ種 150,000円 

第Ⅵ種 150,000円 

第Ⅶ種 160,000円 

十二 職群Ｌ（首席研究員の職にある任期付職員） 

第Ⅱ種 135,000円 

第Ⅲ種 150,000円 

第Ⅳ種 170,000円 

第Ⅴ種 183,600円 

第Ⅵ種 193,800円 

第Ⅶ種 200,000円 

第Ⅷ種 220,000円 

第Ⅸ種 236,000円 

十三 削除 

十四 職群Ｎ（副ラボ長、ラボチーム長、連携研究ラボ長、副連携研究ラボ長、研究グルー

プ長、研究チーム長、連携研究室長及び副連携研究室長の職にある任期付職員 ） 

第Ⅰ種  70,000円 



 

第Ⅱ種  90,000円 

第Ⅲ種 100,000円 

第Ⅳ種 110,000円 

第Ⅴ種 115,000円 

第Ⅵ種 125,000円 

十五 職群Ｏ（連携主務、地質専門主務、計量標準専門主務、主務、連携主幹、部総括、室

長、総括主幹、計量研修センター長、所長補佐、総括主任技師及びチーム長の職にある任

期付職員） 

第Ⅰ種  60,000円 

第Ⅱ種  70,000円 

第Ⅲ種  70,000円 

第Ⅳ種  80,000円 

第Ⅴ種  90,000円 

第Ⅵ種 100,000円 

第Ⅶ種 110,000円 

第Ⅷ種 125,000円 

第Ⅸ種 135,000円 

第Ⅹ種 150,000円 

十六 職群Ｐ（企画主幹及び産業技術企画調査員の職にある任期付職員） 

第Ⅱ種  70,000円 

第Ⅲ種  80,000円 

第Ⅳ種  90,000円 

第Ⅴ種 100,000円 

第Ⅵ種 110,000円 

十七 職群Ｑ（事務局長、室長代理、グループ長、グループ長代理、計量研修センターの副

センター長、主幹、主任技師及び研究主査の職にある任期付職員） 

第Ⅰ種  50,000円 

第Ⅱ種  55,000円 

第Ⅲ種  55,000円 

第Ⅳ種  70,000円 

第Ⅴ種  70,000円 

第Ⅵ種  75,000円 

第Ⅶ種  80,000円 

第Ⅷ種  90,000円 

第Ⅸ種 100,000円 

第Ⅹ種 110,000円 

十八 削除 



 

十九 職群Ｓ （ラボ研究主幹、上級主任研究員、研究主幹、特定技術担当主務、特定技術

担当主幹、特定技術担当主査、技術担当主務、技術担当主幹、技術担当主査、主任研究員

及び研究員の職にある任期付職員） 

第Ⅰ種   15,000円 

第Ⅱ種   20,000円 

第Ⅲ種   35,000円 

第Ⅳ種   50,000円 

第Ⅴ種   60,000円 

第Ⅵ種   70,000円 

第Ⅶ種   90,000円 

第Ⅷ種  125,000円 

二十 職群Ｔ（企画主査、総括主査、連携主査、技師及び主査の職にある任期付職員） 

第Ⅰ種  15,000円 

第Ⅱ種  20,000円 

第Ⅲ種  27,000円 

第Ⅳ種  37,000円 

第Ⅴ種  44,000円 

第Ⅵ種  50,000円 

第Ⅶ種  55,000円 

第Ⅷ種  70,000円 

第Ⅸ種  80,000円 

第Ⅹ種  90,000円 

４ 職責加算額は、主任研究員、主任事務員及び主任技術員、管理監督者等並びに任期付職員

就業規則第21条に規定する裁量労働制による勤務をする職員（以下「裁量労働制職員」とい

う。）に支給する。職責加算額の月額は、勤務１時間当たりの給与額に100分の125を乗じて

得た額の15時間相当の額とする。なお、支給対象者のうち、管理監督者等以外の任期付職員

に支給する職責加算額は、あらかじめ支給する超過勤務手当とみなす。 

５ 職群及び種別の適用は、理事長が決定する。なお、変更を行うにあたっても同様とする。 

６ 兼務を命じている場合にあっては、それらの職に係る職責基本額のうち最も上位の職責基

本額を適用する。  

７ 職責手当を受ける任期付職員が月の初日から末日までの間、全日数にわたり勤務しなかっ

た場合には職責手当は支給しない。ただし、任期付職員就業規則第27条第４項に定める年次

有給休暇の使用単位を１日として取得した日がある場合及び第24条第１項に適用される場合

は除く。 

８ 一の給与期間の中途において、職責手当の有無が生じた場合、職群若しくは種別が変更と

なり職責基本額の月額が異なることとなった場合又は国立研究開発法人産業技術総合研究所

育児休業、介護休業等に関する規程（20規程第12号。以下「育児介護休業規程」という。）

第12条の規定により育児短時間勤務を開始若しくは終了することにより任期付職員就業規則



 

第18条に規定する所定労働時間が変更となり支給される職責手当の額が増額若しくは減額さ

れることとなった場合は、第４条第５項の規定を準用する。 

９ 第４項の規定にかかわらず、職責加算額は、育児介護休業規程第12条の規定により育児短

時間勤務をしている任期付職員（以下「育児短時間勤務任期付職員」という。）（管理監督

者等である育児短時間勤務職員を除く。）には支給しない。 

第２節 超過勤務手当 

（超過勤務手当） 

第14条 超過勤務手当は、職員給与規程第24条の規定を準用する。この場合において、同条第

１項中「職員就業規則第22条」とあるのは「任期付職員就業規則第23条」と、同条第３項中

「第21条第４項後段」とあるのは「前条第４項後段」と、「職員」とあるのは「任期付職

員」と、同条第５項中「育児短時間勤務職員」とあるのは「育児短時間勤務任期付職員」と

それぞれ読み替えるものとする。 

第３節 通勤手当 

（通勤手当） 

第15条 通勤手当は、職員給与規程第32条から第45条までの規定を準用する。この場合におい

て第32条第１項から第６項まで、同条第９項、第36条、第37条第１項、第38条第２項及び第

３項、第39条、第40条、第41条第１項、第２項及び第４項、第42条、第43条及び第45条第２

項中「職員」とあるのは「任期付職員」と、第32条第２項及び第35条第１項中「育児短時間

勤務職員」とあるのは「育児短時間勤務任期付職員」と、第32条第８項中「職員就業規則第

11条第１項」とあるのは「任期付職員就業規則第12条第１項」と、第32条第９及び第40条中

「職員就業規則第38条第１項」とあるのは「任期付職員就業規則第39条第１項」と、第40条

第３中「同規則第56条」とあるのは「同規則第57条」と読み替えるものとする。 

第４節 寒冷地手当 

（寒冷地手当） 

第16条 寒冷地手当は、職員給与規程第46条及び第47条の規定を準用する。この場合におい

て、第46条及び第47条中「職員」とあるのは「任期付職員」と、第47条第１項の表の備考中

「扶養親族（第22条第２項及び第３項に規定する扶養親族をいう。以下同じ。）」とあるの

は「扶養親族（職員給与規程第22条第２項及び第３項に規定する扶養親族をいう。ただし、

任期付職員（任期付職員就業規則第４条第６号に規定する地域型任期付職員を除く。）につ

いては、職員給与規程第23条第２項の規定による届け出は必要としない。）」と、第47条第

２項第３号ニ中「職員就業規則第38条第１項」とあるのは「任期付職員就業規則第39条第１

項」と、同項第３号ホ中「職員就業規則第56条第１項」とあるのは「任期付職員就業規則第

57条第１項」と読み替えるものとする。 

第５節 単身赴任手当 

（単身赴任手当） 

第17条 単身赴任手当は、職員給与規程第48条から第54条までの規定を準用する。この場合に

おいて、同規程第48条第１項及び第２項、第49条第１項及び第２項、第50条第１項及び第２

項、第51条第１項、第52条第１項、第53条並びに第54条中「職員」とあるのは「任期付職



 

員」と、第50条第３項中「新たに採用された職員」とあるのは「新たに採用された任期付職

員」と、「期間の定めのある雇用契約を締結した職員（任期付職員就業規則第73条の規定に

より期間の定めのない雇用契約を締結した者を含む。以下「任期付職員」という。）」とあ

るのは「期間の定めのない雇用契約を締結した職員（以下「職員」という。）又は任期付職

員」と、「任期付職員就業規則第12条第１号又は第３号（第76条において準用する場合を含

む。）」とあるのは「職員就業規則第10条第１号若しくは第３号又は任期付職員就業規則第

12条第１号若しくは第３号（第76条において準用する場合を含む。）」と、「任期付職員と

しての在職期間中」とあるのは「職員又は任期付職員としての在職期間中」と、「国立研究

開発法人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（17規程第７号。以下「任期付職員給与規

程」という。）第17条の規定により読み替えたこの規程第48条又は第50条第１項若しくは第

４項」とあるのは「職員給与規程第48条若しくは第50条第１項若しくは第４項又はこの規程

第17条の規定により読み替えた職員給与規程第48条若しくは第50条第１項若しくは第４項」

とそれぞれ読み替えるものとする。 

第６節 資格手当 

（資格手当） 

第18条 資格手当は、職員給与規程第55条及び第56条の規定を準用する。この場合において、

第55条及び第56条中「職員」とあるのは「任期付職員」と読み替えるものとする。 

第７節 連携研究手当 

（連携研究手当） 

第18条の２ 連携研究手当は、職員給与規程第56条の３の規定を準用する。 

第４章 賞与 

第１節 業績手当 

（業績手当） 

第19条 業績手当は、職員人事評価規程第２条第１号の規定による業績評価（以下「業績評

価」という。）の結果に基づき任期付職員の業績を処遇に反映させるため、当該業績評価の

次の年度の６月１日及び12月１日（以下これらの日を「基準日」という。）に、それぞれ在

職する任期付職員（人事規程第23条第１項の規定により休職にされている任期付職員（第24

条第１項の規定の適用を受ける休職者を除く。）、任期付職員就業規則第57条第１項の規定

により出勤停止の処分を受けている任期付職員、同規則第39条第１項ただし書の許可を受け

ている任期付職員及び育児介護休業規程第４条の規定により育児休業をしている任期付職員

のうち基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間がある任期付職員以外の任期付職

員を除く。）に、それぞれ基準日の属する月の第６条第６項に定める支給日に支給する。こ

れらの基準日前１ヶ月以内に退職した任期付職員（次に掲げる任期付職員を除く。）につい

ても、同様とする。 

一 その退職した日において人事規程第23条第１項の規定により休職にされている任期付職

員（第24条第１項の規定の適用を受ける休職者を除く。）、任期付職員就業規則第57条第

１項の規定により出勤停止の処分を受けている任期付職員、同規則第39条第１項ただし書

の許可を受けている任期付職員又は育児介護休業規程第４条の規定により育児休業をして



 

いる任期付職員のうち基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間がある任期付職

員以外の任期付職員であった者 

二 その退職後基準日までの間において独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２

条第１項に規定する独立行政法人又は国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条第

１項に規定する国立大学法人若しくは同条第３項に規定する大学共同利用機関法人（以下

「独立行政法人等」という。）の職員（ただし、業績手当及び期末手当に相当する給与の

支給について、この規程の適用を受ける任期付職員としての在職期間を当該独立行政法人

等の職員としての在職期間に通算することとしている独立行政法人等であって、基準日に

相当する日前１箇月以内に当該独立行政法人等を退職し、その退職後基準日までの間にお

いて、この規程の適用を受ける任期付職員となった場合に、当該職員に業績手当及び期末

手当に相当する給与を支給しないこととしている独立行政法人等の職員に限る。以下この

条、第22条及び第23条において同じ。）となった者 

三 人事交流により引き続き一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号。以下

「給与法」という。）の適用を受ける職員、公庫等職員（国家公務員退職手当法（昭和28

年法律第182号）第７条の２第１項に規定する公庫等職員及び特別の法律の規定により同

条に規定する公庫等職員とみなされる者をいう。）、地方公務員又はその他理事長が認め

る機関に使用される者（以下「給与法等適用職員」という。）（ただし、業績手当及び期

末手当に相当する給与の支給について、この規程の適用を受ける任期付職員としての在職

期間をそれらの者としての在職期間に通算することとしている機関であって、基準日に相

当する日前１箇月以内に当該機関を退職し、その退職に引き続きこの規程の適用を受ける

任期付職員となった場合に、それらの者に業績手当及び期末手当に相当する給与を支給し

ないこととしている機関に使用される者に限る。以下この条、第22条及び第23条において

同じ。）となるために退職した任期付職員 

２ その職務の複雑、困難及び責任の度を考慮して理事長が定める職務（第13条第３項に規定

する職群Ａから職群Ｏまでにある者の職務をいう。）にある任期付職員（以下「特定任期付

職員」という。）のうち評価者が理事長である任期付職員の業績手当の額は、その任期付職

員の基準日の属する年度の前の年度の業績評価に係る期間（以下「業績評価期間」とい

う。）に属する３月31日における俸給及び職責基本額の月額の合計額（以下「基準給与」と

いう。）に、当該任期付職員の業績評価期間に属する３月31日における職責加算額又は超過

勤務手当を支給する者（以下「超過勤務手当支給対象者」という。）に係る超過勤務手当15

時間分を加算した額に100分の245を乗じて得た額を基礎額とし、その100分の50から100分の

250までの範囲内で、理事長が決定する。 

３ 前項以外の任期付職員の業績手当の額は、その任期付職員の業績評価期間に属する３月31

日における基準給与に、当該任期付職員の業績評価期間に属する３月31日における職責加算

額又は超過勤務手当支給対象者に係る超過勤務手当15時間分を加算した額に100分の205（特

定任期付職員にあっては100分の245）を乗じて得た額を基礎額とし、その100分の50から100

分の250までの範囲内で、理事長が決定する。 

４ 理事長は、前項に定める基礎額を任期付職員の属する組織の組織評価に基づき減額するこ



 

とができる。 

５ 第２項及び第３項の規定にかかわらず、理事長は、その任期付職員の業績が極めて顕著な

場合にあっては、その任期付職員の第２項及び第３項に定める基礎額の100分の500までの範

囲内で、業績手当の額を決定することができる。 

６ 業績手当は、第２項から前項までの規定による額に、業績評価期間におけるその者の勤務

期間の区分に応じて、次の表に定める割合を乗じて得た額に、２分の１を乗じて得た額を支

給する。この場合において、当該業績評価期間に第21条の規定の適用を受けたことのある任

期付職員又は当該業績評価期間に属する12月２日から３月31日までの期間に新たに採用され

た任期付職員若しくは給与法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受け

る任期付職員となった者にあっては、当該業績評価期間に属する４月１日から12月１日まで

の期間で勤務していなかった日は、勤務したものとみなして、次の表の勤務期間に算入する

ことができる。 

勤務期間 割合 

12箇月 100分の100 

11箇月以上12箇月未満 100分の95 

10箇月以上11箇月未満 100分の90 

９箇月以上10箇月未満 100分の80 

８箇月以上９箇月未満 100分の70 

７箇月以上８箇月未満 100分の60 

６箇月以上７箇月未満 100分の50 

５箇月以上６箇月未満 100分の40 

４箇月以上５箇月未満 100分の30 

３箇月以上４箇月未満 100分の20 

２箇月以上３箇月未満 100分の15 

１箇月以上２箇月未満 100分の10 

１箇月未満 100分の５ 

零 零 

７ 前項前段の規定にかかわらず、基準日以前６箇月以内の期間において国立研究開発法人産

業技術総合研究所懲戒手続規程（17規程第17号。以下「懲戒手続規程」という。）第14条の

規定により懲戒処分を決定された職員の当該懲戒処分の決定日以降、最初の基準日の属する

月の第６条第６項に定める支給日に支給する業績手当は、当該職員の前項の規定による額か

ら、第２項及び第３項に定める基礎額に、業績評価期間におけるその者の勤務期間の区分に

応じて、前項の表に定める割合を乗じて得た額の100分の３から100の50までの範囲内で、当

該懲戒処分の量定に応じて追加査定を行い決定した金額を支給する。ただし、この場合にお

いて、この項の規定による業績手当と前項の規定による業績手当を加算した額は当該職員の

第２項及び第３項に定める基礎額に、業績評価期間におけるその者の勤務期間の区分に応じ

て、前項の表に定める割合を乗じて得た額の100分の50を下回らないこととする。 

８ 前２項に規定する勤務期間は、この規程の適用を受ける任期付職員として在職した期間と



 

し、その算定については、次に掲げる期間を除算する。 

一 任期付職員就業規則第57条第１項の規定により出勤停止の処分を受けている任期付職員

及び同規則第39条第１項ただし書の許可を受けている任期付職員として在職した期間 

二 育児介護休業規程第４条の規定により育児休業をしている任期付職員として在職した期

間（業績評価期間に属する４月１日から９月30日までの期間及び10月１日から３月31日ま

での期間のそれぞれの期間において、当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が二以上

あるときは、それぞれの期間を合算した期間。ただし、当該期間が二以上あり、子の出生

の日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期間内（以下、「子の出生後８週間以

内」という。）に当該期間があるときは、子の出生後８週間以内における当該期間と、そ

れ以外の当該期間は合算しない。）が１箇月以下である任期付職員を除く。） 

三 休職にされていた期間（人事規程第23条第１項第８号及び第９号の規定による休職の期

間並びに次に掲げる期間を除く。） 

イ 第24条第１項の規定の適用を受ける休職者であった期間 

ロ 人事規程第23条第１項第３号及び第４号の規定による休職の期間のうち、第１号、第

２号若しくは第４号から第８号までに掲げる期間又は休職の期間（第25条第１項の規定

の適用を受ける休職者であった期間を除く。）に相当する期間以外の期間。ただし、研

究所以外の者から当該期間に係る業績手当に相当する給与が支給される場合の当該休職

の期間は、これに含まない。 

四 育児短時間勤務任期付職員として在職した期間から、当該期間に任期付職員就業規則第

18条第２項に規定する育児短時間勤務の勤務時間を同条第１項に規定する１週間の所定労

働時間で除して得た数（以下「算出率」という。）を乗じて得た期間を控除して得た期間 

五 第24条第１項の規定により給与を減額された期間 

六 負傷又は疾病（業務上の負傷若しくは疾病若しくは通勤（労働者災害補償保険法（昭和

22年法律第50号。以下「労災法」という。）第７条第２項に規定する通勤をいう。）によ

る負傷若しくは疾病を除く。）により勤務しなかった期間（健康管理要領（20要領第52

号）第17条の規定により同要領別表第３に掲げる就業制限の区分に係る労働時間の短縮の

措置を受けた期間を除く。）及び任期付職員就業規則第33条の規定に基づき、当該任期付

職員が請求した期間（連続する最初の２暦日に係る期間を除く。）から任期付職員就業規

則第22条に規定する休日（次号において「週休日等」という。）を除いた日が60日を超え

る場合は、その勤務しなかった全期間 

七 育児介護休業規程第21条の規定による介護休業の申出をして勤務しなかった期間から週

休日等を除いた日が60日を超える場合は、その勤務しなかった全期間 

八 育児介護休業規程第26条の２の規定による介護時間の申出をして勤務しなかった期間が

60日を超える場合には、その勤務しなかった全期間 

九 育児介護休業規程第18条の規定による託児時間の申出をして勤務しなかった期間が60日

を超える場合には、その勤務しなかった期間 

十 当該業績評価期間の全期間にわたって勤務した日がない場合は、前各号の規定にかかわ

らず、その全期間 



 

９ 業績評価期間に属する12月２日から３月31日までの期間に独立行政法人等の職員であった

者からこの規程の適用を受ける任期付職員となった者又は給与法等適用職員から人事交流に

より引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員となった者の第６項及び第７項に規定する

勤務期間には、その期間内においてそれらの者として在職した期間を算入することができ

る。 

10 第２項の特定任期付職員に該当するかどうかはその特定任期付職員の業績評価期間に属す

る３月31日における第13条第３項に規定する職群により決定する。 

第20条 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定にかかわらず、当該各号の

基準日に係る業績手当（第３号及び第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止め

られた業績手当）は、支給しない。 

一 基準日前１箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に任期

付職員就業規則第57条第１項の規定による懲戒解雇の処分を受けた者 

二 基準日前直近の業績手当の支給日（基準日前直近の業績手当の支給日において任期付職

員でなかった者にあっては、採用された日）から当該基準日に対応する支給日の前日まで

の間にその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、禁錮以上の刑に処せられた者 

三 次条の規定により一時差し止められた者で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件

に関して、禁錮以上の刑に処せられた者 

四 次条の規定により一時差し止められた者で、任期付職員就業規則第57条第１項の規定に

よる懲戒解雇の処分を受けた者 

第20条の２ 支給日に業績手当を支給することとされていた者が、当該支給日の前日までの間

において、次の各号のいずれかに該当する場合は、第20条第１項の規定にかかわらず、当該

業績手当の支給を一時差し止めることができる。 

一 その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯

罪について禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法（昭和23年法律第131

号）第６編に規定する略式手続によるものを除く。以下同じ。）をされ、その判決が確定

していないとき。 

二 その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又はその

者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に基づきその者に犯罪があると思料

するに至った場合であって、その者に対し業績手当を支給することが、職務に対する国民

の信頼を確保し、業績手当に関する制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障

を生ずると認めるとき。 

三 懲戒事由に該当する非違行為により、懲戒手続規程第５条に規定する懲戒審査委員会に

よる審査対象とされた場合であって、懲戒解雇の処分を受ける可能性があると認めると

き。 

２ 前項の規定により、支給の一時差し止めをされた者が、以下の各号のいずれかに該当する

に至った場合（前項各号のうち複数に該当する場合にあっては、そのいずれの事由について

も以下の各号のいずれかに該当するに至ったとき）には、速やかに当該一時差し止めを取り

消し、支給を行うものとする。ただし、第３号に該当する場合において、一時差し止めをさ



 

れた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他こ

れを取り消すことが一時差し止めの目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでな

い。 

一 刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

二 刑事事件に関し公訴を提起しない処分があった場合 

三 刑事事件に関し起訴されることなく、一時差し止めに係る業績手当の基準日から起算し

て１年を経過した場合 

四 懲戒解雇処分とされなかった場合 

３ 前項の規定にかかわらず、一時差し止め後に判明した事実又は生じた事情に基づき、業績

手当の支給を差し止める必要がなくなった場合には、当該一時差し止めを取り消すことがで

きる。 

（業績手当の特例） 

第21条 それぞれの基準日に在職する任期付職員（人事規程第23条第１項の規定により休職に

されている任期付職員（第24条第１項の規定の適用を受ける休職者を除く。）、任期付職員

就業規則第57条第１項の規定により出勤停止の処分を受けている任期付職員、同規則第39条

第１項ただし書の許可を受けている任期付職員及び育児介護休業規程第４条の規定により育

児休業をしている任期付職員のうち基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間があ

る任期付職員以外の任期付職員を除く。）のうち、第20条の規定による業績手当が支給され

ない任期付職員については、それぞれ基準日の属する月の第６条第６項に定める支給日に次

項の業績手当を支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職した任期付職員への支給につ

いては、第20条第１項の規定を準用する。 

２ 前項の業績手当の額は、特定任期付職員のうち評価者が理事長である任期付職員について

は、それぞれその基準日現在（退職した任期付職員にあっては、退職した日現在）において

受けるべき基準給与に、当該基準日現在において任期付職員が受けるべき職責加算額又は超

過勤務手当支給対象者に係る超過勤務手当15時間分を加算した額に、100分の122.5を乗じて

得た額を基礎額とする。ただし、新たに採用された任期付職員以外の者にあっては、基準給

与のうち俸給については、基準日の属する年度の前の年度の３月31日に受けていたとみなさ

れる号俸の額とする。 

３ 前項以外の任期付職員の業績手当の額は、それぞれその基準日現在（退職した任期付職員

にあっては、退職した日現在）において任期付職員が受けるべき基準給与に、当該基準日現

在において任期付職員が受けるべき職責加算額又は超過勤務手当支給対象者に係る超過勤務

手当15時間分を加算した額に、100分の102.5（特定任期付職員にあっては、100分の122.5）

を乗じて得た額を基礎額とする。ただし、新たに採用された任期付職員以外の者にあって

は、基準給与のうち俸給については、基準日の属する年度の前の年度の３月31日に受けてい

たとみなされる号俸の額とする。 

４ 業績手当は、第２項から前項までの規定による額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の勤務期間の区分に応じて、次の表に定める割合を乗じて得た額を支給する。 

勤務期間 割合 



 

６箇月 100分の100 

５箇月15日以上６箇月未満 100分の95 

５箇月以上５箇月15日未満 100分の90 

４箇月15日以上５箇月未満 100分の80 

４箇月以上４箇月15日未満 100分の70 

３箇月15日以上４箇月未満 100分の60 

３箇月以上３箇月15日未満 100分の50 

２箇月15日以上３箇月未満 100分の40 

２箇月以上２箇月15日未満 100分の30 

１箇月15日以上２箇月未満 100分の20 

１箇月以上１箇月15日未満 100分の15 

15日以上１箇月未満 100分の10 

15日未満 100分の5 

零 零 

５ 理事長は、人事交流により引き続き給与法等適用職員となるために退職し、かつ、引き続

いて任期付職員となった者のうち、その退職の日以前の任期付職員としての在職期間におけ

る最後の業績評価期間の業績評価の結果に基づく業績手当の支給を受けていない者について

は、当該業績評価の結果を勘案し、本条の業績手当の額を第20条の例にならい変更すること

ができる。 

６ 第19条第８項及び第９項の規定は、第４項の勤務期間について準用する。この場合におい

て、次の表の左欄に掲げる読み替える規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

第 19 条第８項本文 前２項 第４項 

第 19 条第８項第２号 業績評価期間に属する４月

１日から９月 30 日までの

期間及び 10 月１日から３

月 31 日までの期間のそれ

ぞれの期間において、当該

育児休業の承認に係る期間

（当該期間が二以上あると

きは、それぞれの期間を合

算した期間。ただし、当該

期間が二以上あり、子の出

生後８週間以内に当該期間

があるときは、子の出生後

８週間以内における当該期

当該育児休業の承認に係る

期間（当該期間が二以上あ

るときは、それぞれの期間

を合算した期間。ただし、

当該期間が二以上あり、子

の出生後８週間以内に当該

期間があるときは、子の出

生後８週間以内における当

該期間と、それ以外の当該

期間は合算しない。）が１

箇月以下である任期付職員

を除く。） 



 

間と、それ以外の当該期間

は合算しない。）が１箇月

以下である任期付職員を除

く。） 

第 19 条第８項第６号及び第

７号 

60 日 30 日 

第 19 条第８項第８号 60 日 30 日 

第 19 条第８項第９号 60 日 30 日 

第 19 条第９項 業績評価期間に属する 12

月２日から３月 31 日まで 

基準日以前６箇月以内 

第 19 条第９項 第６項及び第７項 第４項 

７ 第２項及び第３項の特定任期付職員に該当するかどうかは、基準日（第２項及び第３項た

だし書の規定の適用を受ける場合であって、その任期付職員が基準日の属する年度の前の年

度の３月31日に在職していた場合は、当該３月31日）における第13条第３項に規定する職群

により決定する。 

８ 前条の規定は、第１項の規定による業績手当の支給について準用する。この場合におい

て、前条本文中「前条」とあるのは「第22条」と読み替えるものとする。 

第２節 期末手当 

（期末手当） 

第22条 期末手当は、基準日にそれぞれ在職する任期付職員（人事規程第23条第１項第１号、

第１号の２及び第３号から第９号までの規定により休職されている任期付職員のうち給与の

支払いを受けていない任期付職員（以下「無給休職者」という。）、同項第２号により休職

にされた任期付職員（以下「起訴休職者」という。）、任期付職員就業規則第57条第１項の

規定により出勤停止の処分を受けている任期付職員、同規則第39条第１項ただし書の許可を

受けている任期付職員並びに育児介護休業規程第４条の規定により育児休業をしている任期

付職員のうち基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間がある任期付職員以外の任

期付職員を除く。）に、それぞれの基準日の属する月の第６条第６項に定める支給日に支給

する。これらの基準日前１箇月以内に退職した任期付職員（次に掲げる任期付職員を除

く。）についても同様とする。 

一 その退職した日において無給休職者、起訴休職者、任期付職員就業規則第57条第１項の

規定により出勤停止の処分を受けている任期付職員、同規則第39条第１項ただし書の許可

を受けている任期付職員又は育児介護休業規程第４条の規定により育児休業をしている任

期付職員のうち基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間がある任期付職員以外

の任期付職員であった者 

二 その退職後基準日までの間において、独立行政法人等の職員となった者 

三 人事交流により引き続き給与法等適用職員となるために退職した任期付職員 



 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、100分の122.5（特定任期付職員にあっては100分の

102.5）乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に

応じて、次の表に定める割合を乗じて得た額とする。 

在職期間 割合 

６箇月 100分の100 

５箇月以上６箇月未満 100分の80 

３箇月以上５箇月未満 100分の60 

３箇月未満 100分の30 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日（退職した任期付職員にあっては、退職し

た日）において任期付職員が受けるべき基準給与及び職責加算額又は超過勤務手当支給象者

に係る超過勤務手当15時間分の合計額とする。 

４ 第２項の在職期間は、この規程の適用を受ける任期付職員として在職した期間とし、その

算定については、次に掲げる期間を除算する。 

一 任期付職員就業規則第57条第１項の規定により出勤停止の処分を受けている任期付職員

及び同規則第39条第１項ただし書の許可を受けている任期付職員として在職した期間につ

いては、その全期間 

二 育児介護休業規程第４条の規定により育児休業をしている任期付職員として在職した期

間については、その２分の１の期間（当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が二以上

あるときは、それぞれの期間を合算した期間。ただし、当該期間が二以上あり、子の出生

後８週間以内に当該期間があるときは、子の出生後８週間以内における当該期間と、それ

以外の当該期間は合算しない。）が１箇月以下である任期付職員を除く。） 

三 休職にされていた期間（次に掲げる期間を除く。）については、その２分の１の期間  

イ 第25条第１項の規定の適用を受ける休職者であった期間 

ロ 人事規程第23条第１項第３号及び第４号の規定による休職の期間のうち第１号、第２

号又は第４号に掲げる期間又は休職の期間（第24条第１項の規定の適用を受ける休職者

であった期間を除く。）に相当する期間以外の期間。ただし、研究所以外の者から当該

期間に係る期末手当に相当する給与が支給される場合の当該休職の期間は、これに含ま

ない。 

四 育児短時間勤務任期付職員として在職した期間については、当該期間から当該期間に算

出率を乗じて得た期間を控除して得た期間の２分の１の期間 

５ 第19条第９項の規定は、第２項の在職期間に準用する。この場合において、同条第９項中

「業績評価期間に属する12月２日から３月31日まで」とあるのは「基準日以前６箇月以内」

と、「第６項及び第７項の勤務期間」とあるのは「第２項の在職期間」と読み替えるものと

する。 

６ 前項の期間の算定については、第４項の規定を準用する。 

７ 第２項の特定任期付職員に該当するかどうかは、第22条第６項に準じ、決定する。 

８ 第20条及び第20条の２の規定は、期末手当の不支給及び一時差し止めについて準用する。 

第５章 給与の特例等 



 

（給与の減額） 

第23条 任期付職員が勤務しないときは、休日である場合、代休日を取得した場合、休暇（業

務上又は通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり病気休暇を取得した場合を除く。）によ

る場合、就業の禁止による場合、就業制限の区分に係る労働時間の短縮の措置による場合、

その他その勤務しないことにつき特に承認のあった場合、任期付職員就業規則第31条及び同

規則第33条から第38条までの規定により請求があった場合を除き、その勤務しない１時間に

つき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず兼業等規程第10条第２項及び第18条第２項により許可を受けて勤

務時間の一部を割いたときは、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を

減額して給与を支給する。 

（休職者等の給与） 

第24条 任期付職員が業務上又は通勤により負傷し、又は疾病にかかり、病気休職（人事規程

第23条の２第１項に規定する休職をいう。以下同じ。）にされたとき又は病気休暇の承認を

受けたときは、その期間中は給与の全額（労働基準法第76条による休業補償及び労災法第14

条による休業補償給付を受ける額及び労働者災害補償保険特別支給金支給規則（昭和49年労

働省令第30号）第３条による休業特別支給金を受ける額に相当する額を除く額）を支給す

る。 

２ 任期付職員が結核性疾患にかかり病気休職にされたときは、その休職の期間（人事規程第

23条の３第２項の規定により合算された期間を含む。）が２年に達するまでは、俸給等及び

期末手当のそれぞれ100分の80を支給することができる。  

３ 任期付職員が前２項以外の心身の故障で病気休職にされたときは、その休職の期間（人事

規程第23条の３第２項の規定により合算された期間を含む。）が１年に達するまでは、俸給

等及び期末手当のそれぞれ100分の80を支給することができる。 

４ 任期付職員が人事規程第23条第１項第２号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、

その休職の期間中、俸給等の100分の60以内を支給することができる。 

５ 任期付職員が次の各号に該当して休職にされたときは、その休職の期間中、俸給等及び期

末手 当のそれぞれ次の割合を支給することができる。 

一 人事規程第23条第１項第３号及び第４号の規定に該当して休職にされた場合 100分の

100以内 

二 人事規程第23条第１項第６号の規定により休職にされた場合で、任期付職員が業務上の

災害又は通勤による災害を受けたと認められるとき 100分の100以内 

６ 休職者には、前５項に定める給与を除く外、他のいかなる給与も支給しない。ただし、理

事長が認める場合はこの限りではない。 

７ 第２項から第５項までの規定による俸給等の月額に１円未満の端数があるときは、それぞ

れの端数を切り捨てた額をもって当該給与の月額とする。 

（育児休業者の給与） 

第25条 育児介護休業規程第４条の規定により育児休業をしている任期付職員は、育児休業期

間中、給与を支給しない。ただし、業績手当及び期末手当の支給については、第19条から第



 

21条まで及び第22条の規定の定めるところによる。 

（育児短時間勤務の期間における給与の取扱い） 

第25条の２ 育児短時間勤務任期付職員の俸給等は、第11条の規定により決定された号俸の額

（年俸制職員にあっては第12条の４の月額基本給）とし、その支給においては算出率を乗じ

て得た額に減額して支給する。 

２ 育児短時間勤務任期付職員の職責手当は、第13条３項に規定する職責基本額及び同条第４

項に規定する職責加算額の月額とし、その支給においてはそれぞれ算出率を乗じて得た額に

減額して支給する。 

（託児時間の期間における給与の取扱い） 

第26条 育児介護休業規程第18条の規定により託児時間を取得した場合の給与は、その期間の

勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額する。 

２ 託児時間の期間は、期末手当の在職期間から除算しない。 

（介護時間の期間における給与の取扱い） 

第26条の２ 育児介護休業規程第26条の２の規定により介護時間を取得した場合の給与は、そ

の期間の勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額する。 

２ 介護時間の期間は、期末手当の在職期間から除算しない。 

（復職時等調整） 

第27条 理事長は、次の各号のいずれかに該当して休職にされた任期付職員が復帰した場合の

俸給月額（年俸制職員にあっては基本年俸の額）は、他の任期付職員との権衡を著しく失す

ると認められるときは、調整することができる。 

一 研究所以外の研究機関その他理事長が認める機関において、当該任期付職員の職務に関

連があると認められる学術に関する事項の調査、研究若しくは指導に従事し、又は理事長

が認める国際事情の調査等の業務若しくは国際約束等に基づく国際的な貢献に資する業務

に従事するとき。（次号又は人事規程第23条第１項第８号に規定する場合を除く。） 

二 国、行政執行法人若しくは研究所と共同して行われる研究又は国若しくは行政執行法人

の委託を受けて行なわれる研究に係る業務であって、当該任期付職員の職務に関連がある

と認められるものに、研究所以外の研究機関その他理事長が認める機関において従事する

とき。（人事規程第23条第１項第８号に規定する場合を除く。） 

三 兼業等規程第２条第４号に掲げる役員等の職を兼ねる場合において、これらを兼ねるこ

とが同規程第５条第１項第１号、第２号、第４号、第５号及び第７号に掲げる基準のいず

れにも該当し、かつ、主として当該役員等の職務に従事する必要があり、任期付職員とし

ての職務に従事することができないと認められるとき。 

（介護休業期間における給与の取扱い） 

第28条 任期付職員が育児介護休業規程第21条に規定する介護休業の承認を受けて介護休業し

た場合の給与は、その期間の勤務しない１時間について勤務１時間当たりの給与額を減額す

る。ただし、その月の勤務すべき全時間を勤務しなかったときは、その月の給与は支給しな

い。 

２ 承認された介護休業期間は、期末手当の在職期間から除算しない。 



 

（専従許可における給与の取扱い） 

第29条 任期付職員が任期付職員就業規則第39条ただし書の規定により、労働組合の業務に専

ら従事することを許可された場合は、その許可期間中はいかなる給与も支給しない。 

２ 許可を受けて業務に従事しなかった期間は、期末手当の在職期間から除算する。 

（短期従事許可における給与の取扱い） 

第30条 任期付職員が任期付職員就業規則第41条の規定により、労働組合の役員又は労働組合

の規約に基づいて設置される議決機関、投票管理機関若しくは諮問機関の構成員として勤務

時間中当該労働組合の業務への従事を許可され、業務に従事しなかった期間は、勤務しない

１時間について勤務１時間当たりの給与額を減額する。 

２ 許可を受けて業務に従事しなかった期間は、期末手当の在職期間から除算しない。 

（俸給等の半減） 

第31条 第23条の規定にかかわらず、任期付職員が病気休暇等（病気休暇及び次項に定める就

業の禁止をいう。以下同じ。）により、第３項に定める勤務しない期間が90日を超えて引き

続き勤務しないときは、その期間経過後の引き続く病気休暇等の日（１日の勤務時間の全部

を勤務しなかった日に限る。）につき、俸給等の半額を減ずる。俸給等の半額が減ぜられた

場合における賞与（基準日にこの条の適用を受けている任期付職員の賞与に限る。）の算定

の基礎となる俸給の月額は、当該半減後の額とする。 

２ 前項の就業の禁止は、伝染性疾患の患者又は伝染性疾患の病原体の保有者で、他人に感染

のおそれが高いとして、任期付職員就業規則第61条に基づき命ぜられるものをいう。 

３ 第１項の勤務しない期間の日数の計算方法については、任期付職員就業規則第29条の２の

規定を準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

任期付職員就業規則第

29条の２第１項、第２

項、第３項及び第４項 

病気休暇を取得した 病気休暇等を取得した 

任期付職員就業規則第

29条の２第１項及び第

２項 

病気休暇連続取得日数

は、 

勤務しない期間は、 

任期付職員就業規則第

29条の２第２項及び第

４項 

病気休暇連続取得日数

の期間 

勤務しない期間 

任期付職員就業規則第

29条の２第２項中 

病気休暇、 病気休暇等、 

合計日数とする。 合計日数（業務上の負傷若しくは疾病

又は通勤による負傷若しくは疾病に係

る療養のための病気休暇等の日（分を

単位とする病気休暇等を含む。）及び



 

その日から連続して取得した年次有給

休暇又は特別休暇の日、代休日及び休

日を除く。）とする。 

任期付職員就業規則第

29条の２第４項 

病気休暇（分を単位と

する病気休暇を含

む。） 

病気休暇等（分を単位とする病気休暇

等を含む。） 

４ 月又は月の中途において俸給等の半額が減ぜられることとなった場合等給与期間中の一部

の日につき俸給の半額が減ぜられる場合における俸給等は、当該給与期間の現日数から任期

付職員就業規則第22条第１号に規定する休日の日数を差し引いた日数を基礎として日割りに

よって計算する。 

（報奨金） 

第31条の２ 理事長は、別に定めるところにより、報奨金を支給することができる。 

第６章 雑則 

（職員の特例） 

第32条 地域型任期付職員の給与については、この規程の規定にかかわらず、職員給与規程の

規定の例による。 

（規程の実施） 

第33条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が定める。 

 

附 則（17規程第７号） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成17年４月１日から施行する。 

（適用範囲に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者は、この規程を適用する。 

一 この規程の施行日前に、一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関す

る法律（平成９年法律第65号。以下「任期付研究員法」という。）第３条第１項第１号に

より任期を定めて採用された者であって、従前の独立行政法人産業技術総合研究所法の一

部を改正する法律（平成16年法律第83号）附則第２条の規定により改正法上の職員となっ

た者 

二 この規程の施行日前に、任期付研究員法第３条第１項第１号の規定により採用すること

を決定した者 

２ 前項第１号の者の給与については、特に支給要件等に変更がない限り、この規程の施行日

の前日に受けていた俸給及び諸手当等を施行日において引き継ぐものとする。 

（職責手当に関する経過措置） 

第３条 次の各号に掲げる就業の場所に勤務する任期付職員については、第13条の規定にかか

わらず次の表の職群及び種別の金額を適用する。ただし、平成13年４月１日以降新たに第１

号の就業の場所に他の就業の場所から異動した者は、この限りでない。 

一 北海道センター、東北センター、中国センター、四国センター及び九州センターに勤務



 

する職員 補正２ 

二 東京本部及び臨海副都心センターに勤務する職員 補正３ 

  補正 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅲ種 第Ⅳ種 第Ⅴ種 第Ⅵ種 第Ⅶ種 第Ⅷ種 第Ⅸ種 第Ⅹ種 

職群Ｂ 補正３  190,000         

職群Ｃ 
補正２  135,000 135,000 135,000 135,000      

補正３  180,000 180,000 180,000 180,000      

職群Ｄ 
補正２  125,000 125,000 125,000 125,000      

補正３  170,000 170,000 170,000 170,000      

職群Ｅ 
補正２  85,000 95,000 105,000 115,000 125,000 135,000    

補正３  130,000 140,000 150,000 160,000 170,000 180,000    

職群Ｆ 補正３  80,000 120,000 130,000 140,000      

職群Ｇ 補正３  130,000 140,000        

職群Ｈ 補正３  130,000 140,000        

職群Ｉ 
補正２  75,000 85,000 95,000       

補正３  120,000 130,000 140,000       

職群Ｊ 
補正２ 55,000 65,000 75,000 85,000 85,000 95,000 105,000 115,000   

補正３ 100,000 110,000 120,000 130,000 130,000 140,000 150,000 160,000   

職群Ｋ 
補正２  45,000 55,000 65,000 75,000 85,000 105,000     

補正３  90,000 100,000 110,000 120,000 130,000 150,000     

職群Ｌ 
補正２  75,000 85,000        

補正３  120,000 130.000        

職群Ｍ 
補正２  55,000 65,000 65,000 85,000      

補正３  100,000 110,000 125,000 130,000      

職群Ｎ 
補正２  28,000 40,000 45,000 55,000 65,000 75,000     

補正３  58,000 80,000 90,000 100,000 110,000 120,000     

職群Ｏ 
補正２  26,000 38,000 38,000 38,000 38,000 55,000 65,000 85,000  

補正３  58,000 80,000 80,000 80,000 80,000 100,000 110,000 130,000  

職群Ｐ 補正３  58,000 80,000 80,000 80,000 100,000     

職群Ｑ 
補正２  20,000 26,000 20,000 26,000 32,000 38,000 38,000 38,000 55,000 

補正３  46,000 58,000 46,000 58,000 70,000 80,000 80,000 80,000 100,000 

職群Ｒ 
補正２  17,000 23,000 28,000 40,000 42,000 65,000    

補正３  35,000 46,000 58,000 80,000 85,000 110,000    

職群Ｓ 
補正２  16,000 17,000 18,000 19,000 20,000 20,000 26,000 38,000 38,000 

補正３  23,000 29,000 35,000 40,000 46,000 46,000 58,000 80,000 80,000 

職群Ｔ 補正２  16,000 17,000 18,000 19,000 20,000 28,000    



 

補正３  23,000 29,000 35,000 40,000 46,000 58,000    

（業績手当の基礎額の調整） 

第４条 第19条第２項に規定する評価者が理事長である任期付職員の業績手当の額は、この規

定にかかわらず、平成17年度はその任期付職員の業績及びその任期付職員の属する組織の組

織評価に基づき理事長が決定する。 

２ 第19条第３項及び第21条第３項で定める基礎額は、それぞれの規定にかかわらず、平成27

年３月31日までは当該基礎額に100分の93を乗じて得られた額とする。 

３ 第21条第２項ただし書に規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当の

基礎額は、平成27年３月31日までは第21条第２項の額に基準日現在（退職した任期付職員に

あっては、退職した日現在）において職員が受けるべき職責加算額又は超過勤務手当支給対

象者に係る超過勤務手当15時間分に100分の90を乗じて得られた額を加えた額とする。 

４ 第21条第３項ただし書きに規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当

の基礎額は、平成27年３月31日までは第２項の額に第21条第３項の基礎額に100分の７を乗

じて得られた額を加えた額とする。 

５ 第19条第３項に規定する職責加算額及び超過勤務支給対象者に係る超過勤務手当15時間分

の額を算出するための勤務１時間当たりの給与額は、平成17年度は職員給与規程附則第２条

により廃止された独立行政法人産業技術総合研究所職員給与規程（13規程第４号）第９条に

規定する基準給与に第16条又は独立行政法人産業技術総合研究所職員給与規程の一部を改正

する規程（16規程第37号）附則第３項又は附則第５項の寒冷地手当の月額を加えた合計額を

平成16年度の一月当たりの平均所定労働時間数で除して得た額を用いるものとする。 

（寒冷地手当に関する経過措置） 

第５条 独立行政法人産業技術総合研究所職員給与規程の一部を改正する規程（16規程第37

号）附則第２項第５号に規定する経過措置対象職員の寒冷地手当の支給については、第16条

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（経過措置） 

第６条 任期付職員の給与に関する事項は、この規程に定めるもののほか、この規程に定めの

ない事項については、当分の間は従前の例によるものとする。 

附 則（17規程第43号・一部改正） 

この規程は、平成17年８月１日から施行し、平成17年４月１日から適用する。 

附 則（17規程第85号・一部改正） 

１ この規程は、平成18年２月１日から施行する。 

２ 平成18年２月１日の前日において任期付職員俸給表に定める最高の号俸額を超える俸給月

額を受けていた任期付職員の平成18年２月１日における俸給月額は、人事院規則9-116（平

成17年改正法附則第２条の規定による最高の号俸を超える俸給月額等を受ける職員の俸給の

切替え等）第１条の例により算定した額とする。 

３ この規程による改正後の給与規程（以下「新給与規程」という。）第６条第５項の規定に

かかわらず、この規程による改正前の給与規程（以下「旧給与規程」という。）第６条第５

項の規定に基づき平成17年12月に業績手当を支給された任期付職員については、平成17年12



 

月に支給された業績手当の額を新給与規程第19条第２項から第９項まで、第21条第１項から

第６項まで、第24条第１項又は附則第４条の規定により算定される平成17年12月に支給され

るべき業績手当に相当する額から減じた額を平成18年２月の俸給の支給定日に業績手当とし

て支給するものとする。 

４ 旧給与規程第６条の規定に基づき平成17年12月又は平成18年１月に次の各号に掲げる給与

を支給された任期付職員については、それぞれ当該各号に掲げる額を平成17年12月又は平成

18年１月に支給された当該給与の額から減じた額を、平成18年２月に支給する給与から減ず

るものとする。 

一 俸給 新給与規程第11条又は第24条第１項から第５項までの規定により算定される平成

17年12月又は平成18年１月に支給されるべき俸給に相当する額 

二 職責加算額 新給与規程第13条第４項の規定により算定される平成17年12月又は平成18

年１月に支給されるべき職責加算額に相当する額 

三 超過勤務手当 新給与規程第14条又は第24条第１項の規定により算定される平成18年１

月に支給されるべき超過勤務手当に相当する額 

四 期末手当 新給与規程第22条第２項から第７項まで又は第24条第１項から第３項まで、

第５項若しくは第８項の規定により算定される平成17年12月に支給されるべき期末手当に

相当する額 

５ 旧給与規程第23条、第26条第１項、第28条第１項又は第30条第１項の規定により平成17年

12月又は平成18年１月に給与を減額して支給された任期付職員については、新給与規程第23

条、第26条第１項、第28条第１項又は第30条第１項の規定により算定される平成17年12月又

は平成18年１月に減額されるべき額に相当する額を平成17年12月又は平成18年１月に減額さ

れた額から減じた額を平成18年２月の俸給の支給定日に支給するものとする。 

附 則（18規程第25号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成18年7月１日から施行し、この規程による改正後の独立行政法人産

業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（以下「新給与規程」とい

う。）第18条の規定は、平成18年４月１日から適用する。 

（職責手当に関する経過措置） 

第２条 新給与規程第13条第１項の規定により、職責手当の支給を受ける者のうち、次の各号

に該当する者については、同条第３項の規定にかかわらず、平成18年７月１日以降の職責手

当の適用区分はそれぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

一 平成18年７月１日以降新たに第３項第14号の職群Ｎ第Ⅴ種の職責基本額を適用した者に

ついては、その職責基本額の支給は当該者がその要件を具備した日の翌日から起算して３

年を経過する日（以下「経過日」という。）の前日の属する月をもって終了し、経過日の

属する月の翌月（経過日が月の初日であるときは、その日の属する月）より同職群第Ⅳ種

を適用する。 

二 平成18年７月１日から平成24年９月30日までの間に新たに第３項第18号の職群Ｒ第Ⅶ種

の職責基本額を適用した者については、その職責基本額の支給は当該者がその要件を具備



 

した日の翌日から起算して経過日の前日の属する月をもって終了し、経過日の属する月の

翌月より同職群第Ⅵ種（経過日の属する月の翌月が平成24年10月以降である場合にあって

は、独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（24規程

第47号）による改正後の独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「平

成24年10月改正給与規程」という。）第13条第３項第19号の職群Ｓ第Ⅶ種）を適用する。 

三 平成24年10月１日以降新たに平成24年10月改正給与規程第13条第３項第19号の職群Ｓ第

Ⅷ種の職責基本額を適用した者（前号の規定の適用を受ける者を除く。）については、そ

の職責基本額の支給は当該者がその要件を具備した日の翌日から起算して経過日の前日の

属する月をもって終了し、経過日の属する月の翌月より同職群第Ⅶ種を適用する。 

附 則（18規程第34号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成18年９月１日から施行し、平成18年４月１日から適用する。 

（用語の定義） 

第２条 この条から第７条において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 旧給与規程 この規程による改正前の独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員給与

規程をいう。 

二 新給与規程 この規程による改正後の独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員給与

規程をいう。 

三 平成21年改正給与規程 独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を

改正する規程（21規程第43号）による改正後の独立行政法人産業技術総合研究所任期付職

員給与規程をいう。 

四 平成24年４月改正給与規程 独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一

部を改正する規程（24規程第19号）による改正後の独立行政法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程をいう。 

五 旧俸給月額 旧給与規程別表任期付職員俸給表の各号俸の額（平成21年改正給与規程の

施行の日において、同規程附則第３条第１項第３号に掲げる減額改定対象職員に該当する

者にあっては、それらの額に100分の99.1を乗じて得られた額（それ以外の者にあって

は、それらの額に100分の99.34を乗じて得られた額）とし、その額に１円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨てた額）をいう。 

六 新俸給月額 この規程による改正後の別表任期付職員俸給表の各号俸の額をいう。 

七 平成24年改正俸給月額 平成24年４月改正給与規程別表任期付職員俸給表の各号俸の額

をいう。 

八 旧職責手当額 この規程による改正前の第13条第３項に規定する職責手当基本額をい

う。 

九 新職責手当額 この規程による改正後の第13条第３項に規定する職責手当基本額をい

う。 

十 基準日 平成18年４月１日をいう。 



 

十一 暫定期間 平成18年４月１日から本規程の施行日の前日までの旧給与規程の適用を受

けていた期間をいう。 

十二 休職等期間 休職及び育児休業の期間をいう。 

十三 就業の場所 

ア つくばセンター、中部センター及び関西センター 

イ 北海道センター、東北センター、四国センター、中国センター及び九州センター 

ウ 東京本部、臨海副都心センター 

（俸給月額の切替えに伴う経過措置） 

第３条 基準日の前日から引き続き在職する任期付職員で、その者の受ける平成24年改正俸給

月額と平成24年４月改正給与規程第13条第３項に規定する職責基本額の合計額が、基準日の

前日の旧俸給月額と旧職責手当額の合計額に達しないこととなる任期付職員には、平成26年

３月31日までの間、その差額に相当する額を俸給として支給し、旧職責手当額を支給する。 

２ 基準日の前日から引き続き在職する任期付職員で、その者の受ける平成24年改正俸給月額

と平成24年４月改正給与規程第13条第３項に規定する職責基本額の合計額が、基準日の前日

の旧俸給月額と旧職責手当額の合計額を超えることとなる任期付職員には、平成24年改正俸

給月額と平成24年４月改正給与規程第13条第３項に規定する職責基本額を支給する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、基準日前に休職等期間がある任期付職員であって、基準日以

降に当該休職等期間を含む期間にかかる復職時調整をされた任期付職員については、前２項

の規定を適用しない。 

第４条 前条の場合において、同条第３項に規定する任期付職員については、同条の規定によ

る俸給を支給される任期付職員との権衡上必要があると認められるときは、基準日の前日に

復職時調整をされたものとした場合に旧給与規程第27条の規定の例により同日において受け

ることとなる俸給月額に相当する額を俸給として支給する。 

第５条 第３条から第４条の規定による俸給の支給について、この規程による場合には他の任

期付職員との権衡を著しく失すると認められるとき及びその他の特別の事情があるときは、

あらかじめ理事長の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。 

（暫定期間の給与の支給） 

第６条 旧給与規程第６条に基づき、暫定期間に給与（住居手当、通勤手当、寒冷地手当、単

身赴任手当及び資格手当を除く。以下この条において同じ。）を支給された次の各号に掲げ

る任期付職員については、基準日以降に新給与規程で支給されるべき給与に相当する額から

暫定期間に支給された給与の額を減じた際に追給額が生じた場合は、平成18年９月の俸給の

支給定日に給与として支給するものとする。 

一 基準日の前日から引き続き在職する任期付職員 

二 基準日以降に新たに採用された任期付職員 

（職責手当の経過措置） 

第７条 平成18年４月１日から平成21年３月31日までの間における職責手当については、新給

与規程第13条の規定にかかわらず次の表の任期付職員の区分欄の任期付職員及び就業の場所

の区分に応じ、それぞれ同表の期間の区分欄に掲げる附則別表の職群及び種別の金額を適用



 

する。ただし、同表に掲げる期間において、その期間の４月１日以降新たに第２条第十号イ

の就業の場所から他の就業場所に異動した者の職責手当については、この限りでない。 

任期付職員の区分 期間の区分 

 就業の場所 平成18年４月１日～

平成19年３月31日 

平成19年４月１日～

平成20年３月31日 

平成20年４月１日～

平成21年３月31日 

基準日の前日から引き続

き勤務する任期付職員 

ア 附則別表１ 附則別表１ 附則別表１ 

基準日以降新たに採用と

なった任期付職員 

基準日の前日から引き続

き勤務する任期付職員 

イ 附則別表２補正２ 附則別表３補正２ 附則別表４補正２ 

基準日以降新たに採用と

なった任期付職員 

基準日の前日から引き続

き勤務する任期付職員 

ウ 附則別表２補正３ 附則別表３補正３ 附則別表４補正３ 

基準日以降新たに採用と

なった任期付職員 



 

附則別表１ 

  第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅲ種 第Ⅳ種 第Ⅴ種 第Ⅵ種 第Ⅶ種 第Ⅷ種 第Ⅸ種 第Ⅹ種 第XI種 

職群Ａ   160,000 200,000 300,000 400,000 500,000           

職群Ｂ   220,000                   

職群Ｃ   170,000 190,000 200,000 210,000             

職群Ｄ   170,000 190,000 200,000 210,000 210,000 210,000         

職群Ｅ   150,000 160,000 170,000 190,000 190,000 190,000         

職群Ｆ   125,000 135,000 150,000 160,000             

職群Ｇ   150,000 160,000                 

職群Ｈ   150,000 160,000 170,000               

職群Ｉ   135,000 150,000 160,000               

職群Ｊ 110,000 125,000 135,000 150,000 160,000 160,000 170,000 190,000 200,000     

職群Ｋ 110,000 110,000 125,000 140,000 150,000 150,000 160,000         

職群Ｌ   135,000 150,000                 

職群Ｍ   110,000 125,000 125,000 140,000             

職群Ｎ 70,000 90,000 100,000 110,000 125,000 125,000           

職群Ｏ   70,000 70,000 80,000 90,000 100,000 110,000 125,000 125,000     

職群Ｐ   70,000 80,000 90,000 100,000 110,000 110,000         

職群Ｑ 50,000 55,000 55,000 70,000 70,000 75,000 80,000 90,000 100,000 110,000   

職群Ｒ 15,000 35,000 50,000 60,000 70,000 90,000 125,000         

職群Ｓ 15,000 20,000 27,000 37,000 44,000 50,000 55,000 55,000 70,000 80,000 90,000 

職群Ｔ 15,000 20,000 27,000 37,000 44,000 50,000 70,000         

職群Ｕ 15,000                     

 

附則別表２ 

  補正 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅲ種 第Ⅳ種 第Ⅴ種 第Ⅵ種 第Ⅶ種 第Ⅷ種 第Ⅸ種 第Ⅹ種 第XI種 

職群Ｂ 補正３   227,500                   

職群Ｃ 
補正２   135,000 135,000 140,000 147,000             

補正３   177,500 197,500 207,500 217,500             

職群Ｄ 
補正２   125,000 133,000 140,000 147,000 147,000 147,000         

補正３   177,500 197,500 207,500 217,500 217,500 217,500         

職群Ｅ 
補正２   105,000 112,000 119,000 133,000 133,000 135,000         

補正３   157,500 167,500 177,500 197,500 197,500 197,500         

職群Ｆ 補正３   132,500 142,500 157,500 167,500             

職群Ｇ 補正３   157,500 167,500                 

職群Ｈ 補正３   157,500 167,500 177,500               



 

職群Ｉ 
補正２   94,500 105,000 112,000               

補正３   142,500 157,500 167,500               

職群Ｊ 
補正２ 77,000 87,500 94,500 105,000 112,000 112,000 119,000 133,000 140,000     

補正３ 117,500 132,500 142,500 157,500 167,500 167,500 177,500 197,500 207,500     

職群Ｋ 
補正２ 77,000 77,000 87,500 98,000 105,000 105,000 112,000         

補正３ 117,500 117,500 132,500 147,500 157,500 157,500 167,500         

職群Ｌ 
補正２   94,500 105,000                 

補正３   142,500 157,500                 

職群Ｍ 
補正２   77,000 87,500 87,500 98,000             

補正３   117,500 132,500 132,500 147,500             

職群Ｎ 
補正２ 49,000 63,000 70,000 77,000 87,500 87,500           

補正３ 76,000 97,500 107,500 117,500 132,500 132,500           

職群Ｏ 
補正２   49,000 49,000 56,000 63,000 70,000 77,000 87,500 87,500     

補正３   76,000 77,500 87,500 97,500 107,500 117,500 132,500 132,500     

職群Ｐ 補正３   76,000 87,500 97,500 107,500 117,500 117,500         

職群Ｑ 
補正２ 35,000 38,500 38,500 49,000 49,000 52,500 56,000 63,000 70,000 77,000   

補正３ 54,500 59,500 61,000 74,500 76,000 82,500 87,500 97,500 107,500 117,500   

職群Ｒ 
補正２   24,500 35,000 42,000 49,000 63,000 87,500         

補正３   38,750 54,500 66,000 77,500 97,500 132,500         

職群Ｓ 
補正２   16,000 18,900 25,900 30,800 35,000 38,500 38,500 49,000 56,000 63,000 

補正３   22,250 30,000 40,750 47,750 54,500 59,500 61,000 76,000 87,500 97,500 

職群Ｔ 
補正２   16,000 18,900 25,900 30,800 35,000 49,000         

補正３   22,250 30,000 40,750 47,750 54,500 76,000         

 

附則別表３ 

  補正 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅲ種 第Ⅳ種 第Ⅴ種 第Ⅵ種 第Ⅶ種 第Ⅷ種 第Ⅸ種 第Ⅹ種 第XI種 

職群Ｂ 補正３   225,000                   

職群Ｃ 
補正２   136,000 152,000 160,000 168,000             

補正３   175,000 195,000 205,000 215,000             

職群Ｄ 
補正２   136,000 152,000 160,000 168,000 168,000 168,000         

補正３   175,000 195,000 205,000 215,000 215,000 215,000         

職群Ｅ 
補正２   120,000 128,000 136,000 152,000 152,000 152,000         

補正３   155,000 165,000 175,000 195,000 195,000 195,000         

職群Ｆ 補正３   130,000 140,000 155,000 165,000             

職群Ｇ 補正３   155,000 165,000                 

職群Ｈ 補正３   155,000 165,000 175,000               



 

職群Ｉ 
補正２   108,000 120,000 128,000               

補正３   140,000 155,000 165,000               

職群Ｊ 
補正２ 88,000 100,000 108,000 120,000 128,000 128,000 136,000 152,000 160,000     

補正３ 115,000 130,000 140,000 155,000 165,000 165,000 175,000 195,000 205,000     

職群Ｋ 
補正２ 88,000 88,000 100,000 112,000 120,000 120,000 128,000         

補正３ 115,000 115,000 130,000 145,000 155,000 155,000 165,000         

職群Ｌ 
補正２   108,000 120,000                 

補正３   140,000 155,000                 

職群Ｍ 
補正２   88,000 100,000 100,000 112,000             

補正３   115,000 130,000 130,000 145,000             

職群Ｎ 
補正２ 56,000 72,000 80,000 88,000 100,000 100,000           

補正３ 74,000 95,000 105,000 115,000 130,000 130,000           

職群Ｏ 
補正２   56,000 56,000 64,000 72,000 80,000 88,000 100,000 100,000     

補正３   74,000 75,000 85,000 95,000 105,000 115,000 130,000 130,000     

職群Ｐ 補正３   74,000 85,000 95,000 105,000 115,000 115,000         

職群Ｑ 
補正２ 40,000 44,000 44,000 56,000 56,000 60,000 64,000 72,000 80,000 88,000   

補正３ 53,000 58,000 59,000 73,000 74,000 80,000 85,000 95,000 105,000 115,000   

職群Ｒ 
補正２   28,000 40,000 48,000 56,000 72,000 100,000         

補正３   37,500 53,000 64,000 75,000 95,000 130,000         

職群Ｓ 
補正２   16,000 21,600 29,600 35,200 40,000 44,000 44,000 56,000 64,000 72,000 

補正３   21,500 29,000 39,500 46,500 53,000 58,000 59,000 74,000 85,000 95,000 

職群Ｔ 
補正２   16,000 21,600 29,600 35,200 40,000 56,000         

補正３   21,500 29,000 39,500 46,500 53,000 74,000         

 

附則別表４ 

  補正 第Ⅰ種 第Ⅱ種 第Ⅲ種 第Ⅳ種 第Ⅴ種 第Ⅵ種 第Ⅶ種 第Ⅷ種 第Ⅸ種 第Ⅹ種 第XI種 

職群Ｂ 補正３   222,500                   

職群Ｃ 
補正２   153,000 171,000 180,000 189,000             

補正３   172,500 192,500 202,500 212,500             

職群Ｄ 
補正２   153,000 171,000 180,000 189,000 189,000 189,000         

補正３   172,500 192,500 202,500 212,500 212,500 212,500         

職群Ｅ 
補正２   135,000 144,000 153,000 171,000 171,000 171,000         

補正３   152,500 162,500 172,500 192,500 192,500 192,500         

職群Ｆ 補正３   127,500 137,500 152,500 162,500             

職群Ｇ 補正３   152,500 162,500                 

職群Ｈ 補正３   152,500 162,500 172,500               



 

職群Ｉ 
補正２   121,500 135,000 144,000               

補正３   137,500 152,500 162,500               

職群Ｊ 
補正２ 99,000 112,500 121,500 135,000 144,000 144,000 153,000 171,000 180,000     

補正３ 112,500 127,500 137,500 152,500 162,500 162,500 172,500 192,500 202,500     

職群Ｋ 
補正２ 99,000 99,000 112,500 126,000 135,000 135,000 144,000         

補正３ 112,500 112,500 127,500 142,500 152,500 152,500 162,500         

職群Ｌ 
補正２   121,500 135,000                 

補正３   137,500 152,500                 

 
補正２   99,000 112,500 112,500 126,000             

補正３   112,500 127,500 127,500 142,500             

職群Ｎ 
補正２ 63,000 81,000 90,000 99,000 112,500 112,500           

補正３ 72,000 92,500 102,500 112,500 127,500 127,500           

職群Ｏ 
補正２   63,000 63,000 72,000 81,000 90,000 99,000 112,500 112,500     

補正３   72,000 72,500 82,500 92,500 102,500 112,500 127,500 127,500     

職群Ｐ 補正３   72,000 82,500 92,500 102,500 112,500 112,500         

職群Ｑ 
補正２ 45,000 49,500 49,500 63,000 63,000 67,500 72,000 81,000 90,000 99,000   

補正３ 51,500 56,500 57,000 71,500 72,000 77,500 82,500 92,500 102,500 112,500   

職群Ｒ 
補正２   31,500 45,000 54,000 63,000 81,000 112,500         

補正３   36,250 51,500 62,000 72,500 92,500 127,500         

職群Ｓ 
補正２   18,000 24,300 33,300 39,600 45,000 49,500 49,500 63,000 72,000 81,000 

補正３   20,750 28,000 38,250 45,250 51,500 56,500 57,000 72,000 82,500 92,500 

職群Ｔ 
補正２   18,000 24,300 33,300 39,600 45,000 63,000         

補正３   20,750 28,000 38,250 45,250 51,500 72,000         

  

附 則（18規程第49号・一部改正） 

この規程は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（18規程第56号・一部改正） 

この規程は、平成18年12月１日から施行する。 

附 則（19規程第31号・一部改正） 

この規程は、平成19年５月１日から施行する。 

附 則（19規程第40号・一部改正） 

この規程は、平成19年11月１日から施行する。 

附 則（19規程第49号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成20年３月１日から施行し、平成19年12月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 この規程による改正後の独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下



 

「新給与規程」という。）第６条の規定にかかわらず、この規程による改正前の独立行政法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「旧給与規程」という。）に基づき平成19

年12月から平成20年２月に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、平成

19年12月から平成20年２月に支給された当該給与の額を、それぞれ当該各号に掲げる額から

減じた額を平成20年３月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給 新給与規程第11条又は第24条第１項から第６項までの規定により算定される平成

19年12月から平成20年２月に支給されるべき俸給に相当する額 

二 職責加算額 新給与規程第13条第４項の規定により算定される平成19年12月から平成20

年２月に支給されるべき職責加算額に相当する額 

三 超過勤務手当 新給与規程第14条又は第24条第１項の規定により算定される平成20年１

月又は平成20年２月に支給されるべき超過勤務手当に相当する額 

四 業績手当 新給与規程第19条、第21条又は第24条第１項の規定により算定される平成19

年12月に支給されるべき業績手当に相当する額 

五 期末手当 新給与規程第22条又は第24条第１項から第３項の規定により算定される平成

19年12月に支給されるべき期末手当に相当する額 

第３条 旧給与規程第23条、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定に

より平成19年12月から平成20年２月に給与を減額して支給された任期付職員については、新

給与規程第23条、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により算定

される平成19年12月から平成20年２月に減額されるべき額に相当する額から平成19年12月か

ら平成20年２月に減額された額を減じた額を、平成20年３月に支給する給与から減ずるもの

とする。 

（給与に関する調整） 

第４条 平成19年12月１日に在職する任期付職員については、社会一般の情勢との均衡を考慮

し、それぞれ次の各号により算定する額を、平成20年３月の俸給の支給定日に支給する。 

一 旧給与規程第６条の規定に基づき平成19年４月から平成19年11月までに支給された給与

（職責基本額、超過勤務手当、通勤手当、寒冷地手当、単身赴任手当及び資格手当を除

く。以下この条において同じ。）の合計額と、平成19年４月から平成19年11月までに新給

与規程の規定（ただし、第19条から第22条については旧給与規程の規定）を適用したとし

たならば支給されることとなる給与との差額に相当する額 

二 旧給与規程第６条の規定に基づき平成19年５月から平成19年12月までに支給された超過

勤務手当の合計額と、平成19年４月から平成19年11月までに新給与規程の規定を適用した

としたならば支給されることとなる超過勤務手当との差額に相当する額 

三 平成19年12月１日を基準日として、平成19年度人事院勧告における地域手当の平均改定

額に16.475と給与法第11条の３第１項を任期付職員に適用したとしたならば地域手当の支

給の対象となることとなる任期付職員の数を乗じて得た額を、在職する任期付職員の数に

年間の月数を乗じて得た数で除して得た額に、平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

での間に任期付職員が職責基本額を支給された月数を乗じて算出した額 

附 則（20規程第７号・一部改正） 



 

この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（20規程第38号・一部改正） 

この規程は、平成20年７月11日から施行する。 

附 則（20規程第44号・一部改正） 

この規程は、平成20年10月１日から施行する。 

附 則（20規程第59号・一部改正） 

この規程は、平成21年３月15日から施行する。ただし、この規程による改正後の独立行政法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程第13条第３項第10号に規定

する第Ⅸ種の金額及び附則別表１から附則別表４にそれぞれ規定する職群Ｊ第Ⅸ種の金額

は、平成20年４月１日から適用する。 

附 則（21規程第14号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成21年６月１日から施行する。 

（平成21年６月に支給する賞与に関する特例措置） 

第２条 平成21年６月に支給する業績手当については、第19条及び第21条の規定により算定さ

れる額に75分の70（特定任期付職員にあっては95分の85）を乗じて得た額とする。 

２ 平成21年６月に支給する期末手当に関する第22条第２項の規定の適用については、「100

分の140」とあるのは「100分の125」と、「100分の120」とあるのは「100分の110」とす

る。 

附 則（21規程第29号・一部改正） 

この規程は、平成21年９月１日から施行する。 

附 則（21規程第43号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成21年12月１日から施行する。 

（平成21年12月に支給する賞与に関する特例措置） 

第２条 平成21年12月に支給する業績手当については、特定任期付職員にあっては、第19条及

び第21条の規定により算出された額に90分の95を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端

数を生じたときはこれを切り捨てた額とする。 

２ 平成21年12月に支給する期末手当に関する第22条第２項の規定の適用については、「100

分の130」とあるのは、「100分の125」とする。 

第３条 この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 旧任期付職員給与規程 この規程による改正前の独立行政法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程をいう。 

二 対象期間 平成21年４月１日から平成21年11月30日までの期間をいう。 

三 減額改定対象職員 対象期間において、旧任期付職員給与規程別表任期付職員俸給表１

号俸から７号俸まで号俸の適用を受けていた者以外の者をいう。 

四 旧俸給 旧任期付職員給与規程に規定する俸給をいう。 



 

五 旧職責基本額 旧任期付職員給与規程に規定する職責基本額をいう。 

六 旧職責加算額 旧任期付職員給与規程に規定する職責加算額をいう。 

七 旧単身赴任手当 旧任期付職員給与規程の規定により読み替えて適用される独立行政法

人産業技術総合研究所職員給与規程の一部改正する規程（21規程第42号）による改正前の

独立行政法人産業技術総合研究所職員給与規程に規定する単身赴任手当（同規程第49条第

３項に定める額を除く。）をいう。 

八 旧業績手当 旧任期付職員給与規程に規定する業績手当（同規程第19条又は第21条第３

項ただし書の規定の適用を受けて算定されるものを除く。）をいう。 

九 旧期末手当 旧任期付職員給与規程に規定する期末手当をいう。 

２ 平成21年12月に支給する期末手当の額は、第22条及び前条第２項の規定にかかわらず、こ

れらの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から

次の各号に掲げる額（その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とす

る。）の合計額（以下この項において「調整額」という。）に相当する額を減じた額とす

る。この場合において調整額が基準額以上となるときは、期末手当は支給しない。 

一 対象期間（当該対象期間中に退職し、独立行政法人産業技術総合研究所職員退職手当規

程（18規程第39号）の規定により退職手当（次号及び第三号において「退職手当」とい

う。）の支給を受け、当該退職後に新たに採用された場合における当該退職の日以前の期

間を除く。）において、減額改定対象職員が支給されるべき旧俸給、旧職責基本額、旧職

責加算額及び旧単身赴任手当の合計額に100分の0.24を乗じて得た額 

二 減額改定対象職員（平成21年５月１日から平成21年11月30日までの間に退職し、退職手

当の支給を受け、当該退職後に新たに採用された者であって、平成21年６月に旧業績手当

の支給を受けたことがある者を除く。）が平成21年６月に支給されるべき旧業績手当の額

に100分の0.24を乗じて得た額 

三 減額改定対象職員（平成21年５月１日から平成21年11月30日までの間に退職し、退職手

当の支給を受け、当該退職後に新たに採用された者であって、平成21年６月に旧期末手当

の支給を受けたことがある者を除く。）が平成21年６月に支給されるべき旧期末手当の額

に100分の0.24を乗じて得た額 

附 則（22規程第６号・一部改正） 

この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（22規程第55号・一部改正） 

この規程は、平成22年10月１日から施行する。 

附 則（22規程第110号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成22年12月１日から施行する。 

（平成22年12月に支給する賞与に関する特例措置） 

第２条 平成22年12月に支給する業績手当については、第19条及び第21条の規定により算出さ

れた額に67.5分の65（特定任期付職員にあっては87.5分の85）を乗じて得た額とし、その額

に１円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とする。 



 

２ 平成22年12月に支給する期末手当に関する第22条第２項の規定の適用については、「100

分の137.5（特定任期付職員にあっては100分の117.5）」とあるのは、「100分の135（特定

任期付職員にあっては100分の115）」とする。 

第３条 この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 旧任期付職員給与規程 この規程による改正前の独立行政法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程をいう。 

二 対象期間 平成22年４月１日から平成22年11月30日までの期間をいう。 

三 調整対象職員 対象期間において、旧任期付職員給与規程別表任期付職員俸給表の適用

を受ける者をいう。 

四 旧俸給 旧任期付職員給与規程に規定する俸給をいう。 

五 旧職責基本額 旧任期付職員給与規程に規定する職責基本額をいう。 

六 旧職責加算額 旧任期付職員給与規程に規定する職責加算額をいう。 

七 旧単身赴任手当 旧任期付職員給与規程の規定により読み替えて適用される独立行政法

人産業技術総合研究所職員給与規程の一部改正する規程（22規程109号）による改正前の

独立行政法人産業技術総合研究所職員給与規程に規定する単身赴任手当（同規程第49条第

３項に定める額を除く。）をいう。 

八 旧業績手当 旧任期付職員給与規程に規定する業績手当（同規程第19条又は第21条第３

項ただし書の規定の適用を受けて算定されるものを除く。）をいう。 

九 旧期末手当 旧任期付職員給与規程に規定する期末手当をいう。 

２ 平成22年12月に支給する期末手当の額は、第22条及び前条第２項の規定にかかわらず、こ

れらの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から

次の各号に掲げる額（その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とす

る。）の合計額（以下この項において「調整額」という。）に相当する額を減じた額とす

る。この場合において調整額が基準額以上となるときは、期末手当は支給しない。 

一 対象期間（当該対象期間中に退職し、独立行政法人産業技術総合研究所職員退職手当規

程（18規程第39号）の規定により退職手当（次号及び第３号において「退職手当」とい

う。）の支給を受け、当該退職後に新たに採用された場合における当該退職の日以前の期

間を除く。）において、調整対象職員が支給されるべき旧俸給、旧職責基本額、旧職責加

算額及び旧単身赴任手当の合計額に100分の0.28を乗じて得た額 

二 調整対象職員（平成22年６月１日において調整対象職員であった者のうち、平成22年12

月１日までの間に退職し、退職手当の支給を受け、当該退職後に新たに採用された者であ

って、平成22年６月に旧業績手当の支給を受けたことがある者を除く。）が平成22年６月

に支給されるべき旧業績手当の額に100分の0.28を乗じて得た額 

三 調整対象職員（平成22年６月１日において調整対象職員であった者のうち、平成22年12

月１日までの間に退職し、退職手当の支給を受け、当該退職後に新たに採用された者であ

って、平成22年６月に旧期末手当の支給を受けたことがある者を除く。）が平成22年６月

に支給されるべき旧期末手当の額に100分の0.28を乗じて得た額 



 

附 則（23規程第10号・一部改正） 

この規程は、平成23年４月15日から施行する。 

附 則（23規程第36号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成24年３月31日から施行する。ただし、第13条第３項第７号、第16

条、第19条第７項第６号、第22条第１項各号列記以外の部分、第23条第１項、第24条第１項

から第３項、第31条及び第33条の改正規定は、平成24年４月１日から施行する。 

第２条 前条ただし書に規定する規定が施行されるまでの間は、職責手当、寒冷地手当、業績

手当、期末手当、給与の減額、休職者等の給与、俸給の半減及び任期付職員の特例に関する

事項については、なお従前の例による。 

（俸給の半減に関する経過措置） 

第３条 改正後の第31条の規定に関わらず、第１条ただし書に規定する施行日の前日から引き

続き病気休暇等を取得している任期付職員の俸給の半減については、なお従前の例による。 

附 則（24規程第18号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

（用語の定義） 

第２条 この条から第４条までにおいて、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

一 旧任期付職員給与規程 この規程による改正前の独立行政法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程をいう。 

二 平成18年改正任期付職員給与規程 独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員給与規

程の一部を改正する規程（18規程第34号）による改正後の独立行政法人産業技術総合研究

所任期付職員給与規程をいう。 

三 特例期間 平成24年４月１日から平成26年３月31日までの期間をいう。 

四 支給減額率 特例期間において、その適用される号俸が次の表の号俸欄の区分に応じそ

れぞれ同表の割合欄に定める割合をいう。 

号俸 割合 

１～18 100分の7.77 

19～43 100分の9.77 

五 対象期間 平成23年４月１日から平成24年３月31日までの期間をいう。 

六 調整対象職員 対象期間において、旧任期付職員給与規程別表任期付職員俸給表１号俸

から18号俸まで号俸の適用を受けていた者以外の者をいう。 

七 旧俸給 旧任期付職員給与規程に規定する俸給をいう。 

八 旧職責基本額 旧任期付職員給与規程に規定する職責基本額をいう。 

九 旧職責加算額 旧任期付職員給与規程に規定する職責加算額をいう。 

十 旧単身赴任手当 旧任期付職員給与規程の規定により読み替えて適用される独立行政法

人産業技術総合研究所職員給与規程の一部を改正する規程（22規程109号）による改正前



 

の独立行政法人産業技術総合研究所職員給与規程に規定する単身赴任手当（同規程第49条

第３項に定める額を除く。）をいう。 

十一 旧業績手当 旧任期付職員給与規程に規定する業績手当（同規程第19条又は第21条第

３項ただし書の規定の適用を受けて算定されるものを除く。）をいう。 

十二 旧期末手当 旧任期付職員給与規程に規定する期末手当をいう。 

（給与の減額支給に関する特例） 

第３条 特例期間における任期付職員に対する給与の支給については、次の各号に掲げる給与

の額から、当該各号に定める額を減額して支給する。 

一 俸給 当該任期付職員が受けるべき俸給（平成18年改正任期付職員給与規程附則第３条

による俸給を含み、当該任期付職員が第31条第１項の規定の適用を受ける者である場合に

あっては、同項の規定により半額を減ぜられた俸給（同条の俸給を含む。）をいう。以下

同じ。）に、当該任期付職員に適用される支給減額率を乗じて得た額 

二 職責基本額 当該任期付職員の職責基本額の月額に100分の10を乗じて得た額 

三 業績手当 当該任期付職員が受けるべき業績手当の額（前二号の規定の適用がないもの

として算出された業績手当の額をいう。）に、100分の9.77を乗じて得た額 

四 期末手当 当該任期付職員が受けるべき期末手当の額（第１号及び第２号の規定の適用

がないものとして算出された期末手当の額をいう。）に、100分の9.77を乗じて得た額 

（平成24年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第４条 平成24年６月に支給する期末手当の額は、第22条及び前条第４号の規定にかかわら

ず、これらの規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」とい

う。）から次の各号に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」という。）に相当

する額を減じた額とする。この場合において調整額が基準額以上となるときは、期末手当は

支給しない。 

一 対象期間（当該対象期間中に退職し、独立行政法人産業技術総合研究所職員退職手当規

程（18規程第39号）の規定により退職手当（次号において「退職手当」という。）の支給

を受け、当該退職後に新たに採用された場合における当該退職の日以前の期間を除く。）

において、調整対象職員が支給されるべき旧俸給、旧職責基本額、旧職責加算額及び旧単

身赴任手当の合計額に100分の0.37を乗じて得た額 

二 調整対象職員（平成23年６月１日又は平成23年12月１日において調整対象職員であった

者のうち、平成24年６月１日までの間に退職し、退職手当の支給を受け、当該退職後に新

たに採用された者であって、平成23年６月又は平成23年12月に旧業績手当及び旧期末手当

の支給を受けたことがある者を除く。以下この号において同じ。）が平成23年６月に支給

された旧業績手当及び旧期末手当の合計額に100分の0.37を乗じて得た額並びに調整対象

職員が平成23年12月に支給された旧業績手当及び旧期末手当の合計額に100分の0.37を乗

じて得た額 

（端数計算） 

第５条 前二条により給与の支給において減ずることとされる額を算定する場合において、当

該額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 



 

附 則（24規程第47号・一部改正） 

この規程は、平成24年10月１日から施行する。 

附 則（24規程第61号・一部改正） 

この規程は、平成25年３月１日から施行する。 

附 則（25規程第10号・一部改正） 

この規程は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（25規程第33号・一部改正） 

この規程は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則（26規程第5号・一部改正） 

この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（26規程第70号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成27年２月６日から施行し、この規程による改正後の独立行政法人産

業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「新任期付職員給与規程」という。）の規定

は、平成26年４月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 新任期付職員給与規程第６条の規定にかかわらず、平成27年２月１日以降に在職する

任期付職員であって、この規程による改正前の独立行政法人産業技術総合研究所任期付職員

給与規程（以下「旧任期付職員給与規程」という。）に基づき平成26年４月から平成27年１

月までの間に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、それぞれ当該各号

に掲げる額を、平成27年２月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給 新任期付職員給与規程第11条又は第24条第１項から第６項までの規定により算定

される平成26年４月から平成27年１月までの間に支給されるべき俸給に相当する額から、

平成26年４月から平成27年１月までの間に支給された俸給の額を減じた額 

二 職責加算額 新任期付職員給与規程第13条第４項の規定により算定される平成26年４月

から平成27年１月までの間に支給されるべき職責加算額に相当する額から、平成26年４月

から平成27年１月までの間に支給された職責加算額の額を減じた額 

三 超過勤務手当 新任期付職員給与規程第14条又は第24条第１項の規定により算定される

平成26年５月から平成27年１月までの間に支給されるべき超過勤務手当に相当する額か

ら、平成26年５月から平成27年１月までの間に支給された超過勤務手当の額を減じた額 

四 通勤手当 新任期付職員給与規程第15条の規定により準用する職員給与規程第32条第２

項の規定により算定される平成26年４月から平成27年１月までの間に支給されるべき通勤

手当に相当する額から、平成26年４月から平成27年１月までの間に旧職員給与規程第32条

第２項の規定により支給された通勤手当に相当する額を減じた額 

五 業績手当 新任期付職員給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び附則第４条の規

定により算定される平成26年６月及び12月に支給されるべき業績手当に相当する額から、

同年６月及び12月に支給された業績手当の額（同年６月２日から11月30日までの間に給与

法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員となった者



 

及び任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定する転籍

出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられていた者であって人事規程第21条の規

定により研究所に復帰した者の業績手当については、同年６月に、旧任期付職員給与規程

第19条、第21条又は第24条第１項及び附則第４条の規定により算定した額を支払ったもの

とみなした額）を減じた額。この場合において、第19条第２項中「100分の175」とあるの

は「100分の190」と、同条第３項中「100分の135」とあるのは「100分の150」と、「100

分の175」とあるのは「100分の190」と、第21条第２項中「100分の87.5」とあるのは

「100分の95」と、同条第３項中「100分の67.5」とあるのは「100分の75」と、「100分の

87.5」とあるのは「100分の95」と読み替えるものとする。 

六 期末手当 新任期付職員給与規程第22条又は第24条第１項から第３項まで若しくは第５

項の規定により算定される平成26年６月及び12月に支給されるべき期末手当に相当する額

から、同年６月及び12月に支給された期末手当の額を減じた額 

第３条 平成27年２月１日以降に在職する任期付職員であって、旧任期付職員給与規程第23

条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により平成

26年４月から平成27年１月までの間に給与を減額して支給された任期付職員については、新

任期付職員給与規程第23条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は

第31条の規定により算定される平成26年４月から平成27年１月までの間に減額されるべき額

に相当する額から平成26年４月から平成27年１月までの間に減額された額を減じた額を、平

成27年２月に支給する給与から減ずるものとする。 

第４条 この附則第２条第１号から第４号まで及び第６号並びに前条の規定は、次の各号に掲

げる者について準用する。この場合においてこの附則第２条及び前条中「平成27年２月１日

以降に在職する任期付職員」とあるのは「平成26年４月１日から平成27年２月１日の前日ま

でに在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成26年４月１日から平成27年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成27年２月１日以降引き続き給与法等適用職員である者 

二 平成26年４月１日から平成27年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成27年２月１日に、任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

附 則（26規程第71号・一部改正） 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（26規程第83号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

（単身赴任手当の月額に関する特例） 

第２条 第17条の規定により準用する改正後の国立研究開発法人産業技術総合研究所職員給与

規程（17規程第６号）第49条第１項に規定する単身赴任手当の月額30,000円は、同項の規定

にかかわらず、平成28年３月31日までの間は、26,000円とする。 

（業績手当の基礎額の調整） 



 

第３条 第19条第２項又は第21条第２項に規定する評価者が理事長である任期付職員の業績手

当の基礎額は、当該規定にかかわらず、平成29年３月31日までは当該基礎額に100分の82を

乗じて得られた額とする。 

２ 第19条第３項又は第21条第３項で定める基礎額は、当該規定にかかわらず、平成29年３月

31日までは当該基礎額に100分の85を乗じて得られた額とする。 

３ 第21条第２項ただし書に規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当の

基礎額は、平成29年３月31日までは第１項の額に第21条第２項の基礎額に100分の18を乗じ

て得られた額を加えた額とする。 

４ 第21条第３項ただし書きに規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当

の基礎額は、平成29年３月31日までは第２項の額に第21条第３項の基礎額に100分の15を乗

じて得られた額を加えた額とする。 

附 則（27規程第72号・一部改正） 

この規程は、平成27年10月１日から施行する。 

附 則（27規程第92号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成28年３月15日から施行し、この規程による改正後の国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「新任期付職員給与規程」という。）の規

定は、平成27年４月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 新任期付職員給与規程第６条の規定にかかわらず、平成28年３月１日以降に在職する

任期付職員であって、この規程による改正前の国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付

職員給与規程（以下「旧任期付職員給与規程」という。）に基づき平成27年４月から平成28

年２月までの間に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、それぞれ当該

各号に掲げる額を、平成28年３月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給等 新任期付職員給与規程第11条及び第12条若しくは第12条の３又は第24条第１項

から第６項までの規定により算定される平成27年４月から平成28年２月までの間に支給さ

れるべき俸給等に相当する額から、平成27年４月から平成28年２月までの間に支給された

俸給等の額を減じた額 

二 職責加算額 新任期付職員給与規程第13条第４項の規定により算定される平成27年４月

から平成28年２月までの間に支給されるべき職責加算額に相当する額から、平成27年４月

から平成28年２月までの間に支給された職責加算額の額を減じた額 

三 超過勤務手当 新任期付職員給与規程第14条又は第24条第１項の規定により算定される

平成27年５月から平成28年２月までの間に支給されるべき超過勤務手当に相当する額か

ら、平成27年５月から平成28年２月までの間に支給された超過勤務手当の額を減じた額 

四 業績手当 新任期付職員給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（26規程第83号）附則第

３条の規定により算定される平成27年６月及び12月に支給されるべき業績手当に相当する

額から、同年６月及び12月に支給された業績手当の額（同年６月２日から11月30日までの



 

間に給与法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員と

なった者及び任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定

する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられていた者であって人事規程第

21条の規定により研究所に復帰した者の業績手当については、同年６月に、旧任期付職員

給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程の一部を改正する規程（26規程第83号）附則第４条の規定により算定した

額を支払ったものとみなした額）を減じた額 

五 期末手当 新任期付職員給与規程第22条又は第24条第１項から第３項まで若しくは第５

項の規定により算定される平成27年６月及び12月に支給されるべき期末手当に相当する額

から、同年６月及び12月に支給された期末手当の額を減じた額 

第３条 平成28年３月１日以降に在職する任期付職員であって、旧任期付職員給与規程第23

条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により平成

27年４月から平成28年２月までの間に給与を減額して支給された任期付職員については、新

任期付職員給与規程第23条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は

第31条の規定により算定される平成27年４月から平成28年２月までの間に減額されるべき額

に相当する額から、平成27年４月から平成28年２月までの間に減額された額を減じた額を、

平成28年３月に支給する給与から減ずるものとする。 

第４条 この附則第２条第１号から第３号まで及び第５号並びに前条の規定は、次の各号に掲

げる者について準用する。この場合においてこの附則第２条及び前条中「平成28年３月１日

以降に在職する任期付職員」とあるのは、「平成27年４月１日から平成28年３月１日の前日

までの間に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成27年４月１日から平成28年３月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成28年３月１日以降引き続き給与法等適用職員である者 

二 平成27年４月１日から平成28年３月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成28年３月１日に、任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

第５条 この附則第２条第４号の規定は、次の各号に掲げる者について準用する。この場合に

おいてこの附則第２条及び第３条中「平成28年３月１日以降に在職する任期付職員」とある

のは、「平成27年12月１日に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成 27 年 12 月１日に任期付職員として在職し、平成 27 年 12 月２日から平成 28 年３

月１日までの間に給与法等適用職員となり、平成 28 年３月１日以降も引き続き給与法等

適用職員である者 

二 平成 27 年 12 月１日に任期付職員として在職し、平成 27 年 12 月２日から平成 28 年３

月１日までの間に任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第 15 条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者となり、平成

28 年３月１日以降も引き続き任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第

15 条第１号に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

附 則（28規程第４号・一部改正） 



 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（28規程第19号・一部改正） 

この規程は、平成28年６月１日から施行する。 

附 則（28規程第48号・一部改正） 

この規程は、平成28年７月１日から施行する。 

附 則（28規程第80号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成29年２月15日から施行し、この規程による改正後の国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「新任期付職員給与規程」という。）の規

定は、平成28年４月１日から適用する。ただし、新任期付職員給与規程第９条第１項、第10

条第４項及び第26条の２の規定は、平成29年１月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 新任期付職員給与規程第６条の規定にかかわらず、平成29年２月１日以降に在職する

任期付職員であって、この規程による改正前の国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付

職員給与規程（以下「旧任期付職員給与規程」という。）に基づき平成28年４月から平成29

年１月までの間に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、それぞれ当該

各号に掲げる額を、平成29年２月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給等 新任期付職員給与規程第11条及び第12条若しくは第12条の３又は第24条第１項

から第６項までの規定により算定される平成28年４月から平成29年１月までの間に支給さ

れるべき俸給等に相当する額から、平成28年４月から平成29年１月までの間に支給された

俸給等の額を減じた額 

二 職責加算額 新任期付職員給与規程第13条第４項の規定により算定される平成28年４月

から平成29年１月までの間に支給されるべき職責加算額に相当する額から、平成28年４月

から平成29年１月までの間に支給された職責加算額の額を減じた額 

三 超過勤務手当 新任期付職員給与規程第14条の規定により算定される平成28年５月から

平成29年１月までの間に支給されるべき超過勤務手当に相当する額から、平成28年５月か

ら平成29年１月までの間に支給された超過勤務手当の額を減じた額 

四 業績手当 新任期付職員給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（26規程第83号）附則第

３条の規定により算定される平成28年６月及び12月に支給されるべき業績手当に相当する

額から、同年６月及び12月に支給された業績手当の額（同年６月２日から11月30日までの

間に給与法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員と

なった者及び任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定

する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられていた者であって人事規程第

21条の規定により研究所に復帰した者の業績手当については、同年６月に、旧任期付職員

給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程の一部を改正する規程（26規程第83号）附則第３条の規定により算定した

額を支払ったものとみなした額）を減じた額 



 

五 期末手当 新任期付職員給与規程第22条又は第24条第１項から第３項まで若しくは第５

項の規定により算定される平成28年６月及び12月に支給されるべき期末手当に相当する額

から、同年６月及び12月に支給された期末手当の額を減じた額 

第３条 平成29年２月１日以降に在職する任期付職員であって、旧任期付職員給与規程第23

条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により平成

28年４月から平成29年１月までの間に給与を減額して支給された任期付職員については、新

任期付職員給与規程第23条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は

第31条の規定により算定される平成28年４月から平成29年１月までの間に減額されるべき額

に相当する額から、平成28年４月から平成29年１月までの間に減額された額を減じた額を、

平成29年２月に支給する給与から減ずるものとする。 

第４条 この附則第２条第１号から第３号まで及び第５号並びに前条の規定は、次の各号に掲

げる者について準用する。この場合においてこの附則第２条及び前条中「平成29年２月１日

以降に在職する任期付職員」とあるのは、「平成28年４月１日から平成29年２月１日の前日

までの間に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成28年４月１日から平成29年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成29年２月１日以降引き続き給与法等適用職員である者 

二 平成28年４月１日から平成29年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成29年２月１日に、任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

第５条 この附則第２条第４号の規定は、次の各号に掲げる者について準用する。この場合に

おいてこの附則第２条及び第３条中「平成29年２月１日以降に在職する任期付職員」とある

のは、「平成28年12月１日に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成 28 年 12 月１日に任期付職員として在職し、平成 28 年 12 月２日から平成 29 年２

月１日までの間に給与法等適用職員となり、平成 29 年２月１日以降も引き続き給与法等

適用職員である者 

二 平成 28 年 12 月１日に任期付職員として在職し、平成 28 年 12 月２日から平成 29 年２

月１日までの間に任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第 15 条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者となり、平成

29 年２月１日以降も引き続き任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第

15 条第１号に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

附 則（28規程第88号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

 （業績手当の基礎額の調整） 

第２条 第19条第２項又は第21条第２項に規定する評価者が理事長である任期付職員の業績手

当の基礎額は、当該規定にかかわらず、平成30年３月31日までは当該基礎額に100分の78を

乗じて得られた額とする。 

２ 第19条第３項又は第21条第３項に規定する基礎額は、当該規定にかかわらず、平成30年３



 

月31日までは当該基礎額に100分の81を乗じて得られた額とする。 

３ 第21条第２項ただし書きに規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当

の基礎額は、平成30年３月31日までは第１項の額に第21条第２項の基礎額に100分の22を乗

じて得られた額を加えた額とする。 

４ 第21条第３項ただし書きに規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当

の基礎額は、平成30年３月31日までは第２項の額に第21条第３項の基礎額に100分の19を乗

じて得られた額を加えた額とする。 

附 則（29規程第24号・一部改正） 

  この規程は、平成29年12月１日から施行する。ただし、この規程による改正後の国立研究

開発法人産業技術総合研究所職員任期付職員給与規程第２条第３項、第６条第５項及び第18

条の２の規定は、平成28年４月１日から適用する。 

附 則（29規程第31号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成30年３月１日から施行し、この規程による改正後の国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「新任期付職員給与規程」という。）の規

定は、平成29年４月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 新任期付職員給与規程第６条の規定にかかわらず、平成30年３月１日以降に在職する

任期付職員であって、この規程による改正前の国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付

職員給与規程（以下「旧任期付職員給与規程」という。）に基づき平成29年４月から平成30

年２月までの間に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、それぞれ当該

各号に掲げる額を、平成30年３月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給等 新任期付職員給与規程第11条及び第12条若しくは第12条の３又は第24条第１項

から第６項までの規定により算定される平成29年４月から平成30年２月までの間に支給さ

れるべき俸給等に相当する額から、平成29年４月から平成30年２月までの間に支給された

俸給等の額を減じた額 

二 職責加算額 新任期付職員給与規程第13条第４項の規定により算定される平成29年４月

から平成30年２月までの間に支給されるべき職責加算額に相当する額から、平成29年４月

から平成30年２月までの間に支給された職責加算額の額を減じた額 

三 超過勤務手当 新任期付職員給与規程第14条の規定により算定される平成29年５月から

平成30年２月までの間に支給されるべき超過勤務手当に相当する額から、平成29年５月か

ら平成30年２月までの間に支給された超過勤務手当の額を減じた額 

四 業績手当 新任期付職員給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（28規程第88号）附則第

２条の規定により算定される平成29年６月及び12月に支給されるべき業績手当に相当する

額から、同年６月及び12月に支給された業績手当の額（同年６月２日から11月30日までの

間に給与法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員と

なった者及び任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定



 

する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられていた者であって人事規程第

21条の規定により研究所に復帰した者の業績手当については、同年６月に、旧任期付職員

給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程の一部を改正する規程（28規程第88号）附則第２条の規定により算定した

額を支払ったものとみなした額）を減じた額 

五 期末手当 新任期付職員給与規程第22条又は第24条第１項から第３項まで若しくは第５

項の規定により算定される平成29年６月及び12月に支給されるべき期末手当に相当する額

から、同年６月及び12月に支給された期末手当の額を減じた額 

第３条 平成30年３月１日以降に在職する任期付職員であって、旧任期付職員給与規程第23

条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により平成

29年４月から平成30年２月までの間に給与を減額して支給された任期付職員については、新

任期付職員給与規程第23条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は

第31条の規定により算定される平成29年４月から平成30年２月までの間に減額されるべき額

に相当する額から、平成29年４月から平成30年２月までの間に減額された額を減じた額を、

平成30年３月に支給する給与から減ずるものとする。 

第４条 この附則第２条第１号から第３号まで及び第５号並びに前条の規定は、次の各号に掲

げる者について準用する。この場合においてこの附則第２条及び前条中「平成30年３月１日

以降に在職する任期付職員」とあるのは、「平成29年４月１日から平成30年３月１日の前日

までの間に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成29年４月１日から平成30年３月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成30年３月１日以降引き続き給与法等適用職員である者 

二 平成29年４月１日から平成30年３月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成30年３月１日に、任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

第５条 この附則第２条第４号の規定は、次の各号に掲げる者について準用する。この場合に

おいてこの附則第２条及び第３条中「平成30年３月１日以降に在職する任期付職員」とある

のは、「平成29年12月１日に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成 29 年 12 月１日に任期付職員として在職し、平成 29 年 12 月２日から平成 30 年３

月１日までの間に給与法等適用職員となり、平成 30 年３月１日以降も引き続き給与法等

適用職員である者 

二 平成 29 年 12 月１日に任期付職員として在職し、平成 29 年 12 月２日から平成 30 年３

月１日までの間に任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第 15 条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者となり、平成

30 年３月１日以降も引き続き任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第

15 条第１号に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

附 則（29規程第37号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成30年４月１日から施行する。 



 

 （業績手当の基礎額の調整） 

第２条 第19条第２項又は第21条第２項に規定する評価者が理事長である任期付職員の業績手

当の基礎額は、当該規定にかかわらず、令和５年３月31日までは当該基礎額に100分の74を

乗じて得られた額とする。 

２ 第19条第３項又は第21条第３項に規定する基礎額は、当該規定にかかわらず、令和５年３

月31日までは当該基礎額に100分の77を乗じて得られた額とする。 

３ 第21条第２項ただし書きに規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当

の基礎額は、令和５年３月31日までは第１項の額に第21条第２項の基礎額に100分の26を乗

じて得られた額を加えた額とする。 

４ 第21条第３項ただし書きに規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当

の基礎額は、令和５年３月31日までは第２項の額に第21条第３項の基礎額に100分の23を乗

じて得られた額を加えた額とする。 

附 則（30規程第14号・一部改正） 

この規程は、平成30年11月１日から施行する。 

附 則（30規程第31号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成31年３月15日から施行し、この規程による改正後の国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「新任期付職員給与規程」という。）の規

定は、平成30年４月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 新任期付職員給与規程第６条の規定にかかわらず、平成31年３月１日以降に在職する

任期付職員であって、この規程による改正前の国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付

職員給与規程（以下「旧任期付職員給与規程」という。）に基づき平成30年４月から平成31

年２月までの間に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、それぞれ当該

各号に掲げる額を、平成31年３月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給等 新任期付職員給与規程第11条及び第12条若しくは第12条の３又は第24条第１項

から第６項までの規定により算定される平成30年４月から平成31年２月までの間に支給さ

れるべき俸給等に相当する額から、平成30年４月から平成31年２月までの間に支給された

俸給等の額を減じた額 

二 職責加算額 新任期付職員給与規程第13条第４項の規定により算定される平成30年４月

から平成31年２月までの間に支給されるべき職責加算額に相当する額から、平成30年４月

から平成31年２月までの間に支給された職責加算額の額を減じた額 

三 超過勤務手当 新任期付職員給与規程第14条の規定により算定される平成30年５月から

平成31年２月までの間に支給されるべき超過勤務手当に相当する額から、平成30年５月か

ら平成31年２月までの間に支給された超過勤務手当の額を減じた額 

四 業績手当 新任期付職員給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（29規程第37号）附則第

２条の規定により算定される平成30年６月及び12月に支給されるべき業績手当に相当する



 

額から、同年６月及び12月に支給された業績手当の額（同年６月２日から11月30日までの

間に給与法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員と

なった者及び任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定

する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられていた者であって人事規程第

21条の規定により研究所に復帰した者の業績手当については、同年６月に、旧任期付職員

給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程の一部を改正する規程（29規程第37号）附則第２条の規定により算定した

額を支払ったものとみなした額）を減じた額 

五 期末手当 新任期付職員給与規程第22条又は第24条第１項から第３項まで若しくは第５

項の規定により算定される平成30年６月及び12月に支給されるべき期末手当に相当する額

から、同年６月及び12月に支給された期末手当の額を減じた額 

第３条 平成31年３月１日以降に在職する任期付職員であって、旧任期付職員給与規程第23

条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により平成

30年４月から平成31年２月までの間に給与を減額して支給された任期付職員については、新

任期付職員給与規程第23条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は

第31条の規定により算定される平成30年４月から平成31年２月までの間に減額されるべき額

に相当する額から、平成30年４月から平成31年２月までの間に減額された額を減じた額を、

平成31年３月に支給する給与から減ずるものとする。 

第４条 この附則第２条第１号から第３号まで及び第５号並びに前条の規定は、次の各号に掲

げる者について準用する。この場合においてこの附則第２条及び前条中「平成31年３月１日

以降に在職する任期付職員」とあるのは、「平成30年４月１日から平成31年３月１日の前日

までの間に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成30年４月１日から平成31年３月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成31年３月１日以降引き続き給与法等適用職員である者 

二 平成30年４月１日から平成31年３月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、平

成31年３月１日に、任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

第５条 この附則第２条第４号の規定は、次の各号に掲げる者について準用する。この場合に

おいてこの附則第２条及び第３条中「平成31年３月１日以降に在職する任期付職員」とある

のは、「平成30年12月１日に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成 30 年 12 月１日に任期付職員として在職し、平成 30 年 12 月２日から平成 31 年３

月１日までの間に給与法等適用職員となり、平成 31 年３月１日以降も引き続き給与法等

適用職員である者 

二 平成 30 年 12 月１日に任期付職員として在職し、平成 30 年 12 月２日から平成 31 年３

月１日までの間に任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第 15 条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者となり、平成

31 年３月１日以降も引き続き任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第

15 条第１号に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 



 

   附 則（30規程第35号・一部改正） 

 この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令01規程第25号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和２年２月１日から施行する。 

２ この規程による改正後の国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下

「新任期付職員給与規程」という。）第11条、第12条の３、第19条及び第21条の規定は、平

成31年４月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 新任期付職員給与規程第６条の規定にかかわらず、令和２年２月１日以降に在職する

任期付職員であって、この規程による改正前の国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付

職員給与規程（以下「旧任期付職員給与規程」という。）に基づき平成31年４月から令和２

年１月までの間に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、それぞれ当該

各号に掲げる額を、令和２年２月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給等 新任期付職員給与規程第11条及び第12条若しくは第12条の３又は第24条第１項

から第６項までの規定により算定される平成31年４月から令和２年１月までの間に支給さ

れるべき俸給等に相当する額から、平成31年４月から令和２年１月までの間に支給された

俸給等の額を減じた額 

二 職責加算額 新任期付職員給与規程第13条第４項の規定により算定される平成31年４月

から令和２年１月までの間に支給されるべき職責加算額に相当する額から、平成31年４月

から令和２年１月までの間に支給された職責加算額の額を減じた額 

三 超過勤務手当 新任期付職員給与規程第14条の規定により算定される令和元年５月から

令和２年１月までの間に支給されるべき超過勤務手当に相当する額から、令和元年５月か

ら令和２年１月までの間に支給された超過勤務手当の額を減じた額 

四 業績手当 新任期付職員給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（26規程第83号）附則第

３条の規定により算定される令和元年６月及び12月に支給されるべき業績手当に相当する

額から、同年６月及び12月に支給された業績手当の額（同年６月２日から11月30日までの

間に給与法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員と

なった者及び任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定

する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられていた者であって人事規程第

21条の規定により研究所に復帰した者の業績手当については、同年６月に、旧任期付職員

給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程の一部を改正する規程（26規程第83号）附則第３条の規定により算定した

額を支払ったものとみなした額）を減じた額 

五 期末手当 新任期付職員給与規程第22条又は第24条第１項から第３項まで若しくは第５

項の規定により算定される令和元年６月及び12月に支給されるべき期末手当に相当する額

から、同年６月及び12月に支給された期末手当の額を減じた額 



 

第３条 令和２年２月１日以降に在職する任期付職員であって、旧任期付職員給与規程第23

条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により平成

31年４月から令和２年１月までの間に給与を減額して支給された任期付職員については、新

任期付職員給与規程第23条、第25条の２、第26条第１項、第28条第１項、第30条第１項又は

第31条の規定により算定される平成31年４月から令和２年１月までの間に減額されるべき額

に相当する額から、平成31年４月から令和２年１月までの間に減額された額を減じた額を、

令和２年２月に支給する給与から減ずるものとする。 

第４条 この附則第２条第１号から第３号まで及び第５号並びに前条の規定は、次の各号に掲

げる者について準用する。この場合においてこの附則第２条及び前条中「令和２年２月１日

以降に在職する任期付職員」とあるのは、「平成31年４月１日から令和２年２月１日の前日

までの間に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 平成31年４月１日から令和２年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、令

和２年２月１日以降引き続き給与法等適用職員である者 

二 平成31年４月１日から令和２年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、令

和２年２月１日に、任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

第５条 この附則第２条第４号の規定は、次の各号に掲げる者について準用する。この場合に

おいてこの附則第２条及び第３条中「令和２年２月１日以降に在職する任期付職員」とある

のは、「令和元年12月１日に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 令和元年 12 月１日に任期付職員として在職し、令和元年 12 月２日から令和２年２月１

日までの間に給与法等適用職員となり、令和２年２月１日以降も引き続き給与法等適用職

員である者 

二 令和元年 12 月１日に任期付職員として在職し、令和元年 12 月２日から令和２年２月１

日までの間に任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第 15 条第１号に規

定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者となり、令和２年

２月１日以降も引き続き任期付職員就業規則第 10 条第１項の規定により人事規程第 15 条

第１号に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

附 則（令01規程第31号・一部改正） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令01規程第40号・一部改正） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令02規程第12号・一部改正） 

この規程は、令和２年７月１日から施行する。 

附 則（令02規程第17号・一部改正） 

この規程は、令和２年10月１日から施行する。 

附 則（令02規程第24号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和２年12月１日から施行する。 



 

（令和２年12月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 令和２年12月に支給する期末手当に関する第22条第２項の規定の適用については、

「100分の127.5（特定任期付職員にあっては100分の107.5）」とあるのは、「100分の125

（特定任期付職員にあっては100分の105）」とする。 

附 則（令02規程第43号・一部改正） 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令03規程第27号・一部改正） 

第１条 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（令和４年４月１日において育児休業をしている任期付職員に対する期末手当及び業績手当

に係る除算期間の取り扱い） 

第２条 令和４年４月１日において育児休業をしている任期付職員であって、育児休業の期間

の初日が令和４年４月１日前である任期付職員についての、第19条第８項第２号、第21条第

６項による読み替え後の第21条第４項及び第22条第４項第２号の適用については、「当該育

児休業の承認に係る期間（当該期間が二以上あるときは、それぞれの期間を合算した期間。

ただし、当該期間が二以上あり、子の出生後８週間以内に当該期間があるときは、子の出生

後８週間以内における当該期間と、それ以外の当該期間は合算しない。）」とあるのは、

「当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が二以上あるときは、それぞれの期間を合算し

た期間）」とする。 

附 則（令04規程第３号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和４年５月30日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第22条第２項の規定にかかわらず、同項の

規定により算定される期末手当の額（以下「基準額」という。）から、令和３年12月に支給

された期末手当の額に、同月１日（同月前１箇月以内に退職した者にあっては、退職をした

日）における次の各号に掲げる任期付職員の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を

乗じて得た額（以下「調整額」という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が

基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

一 特定任期付職員以外の任期付職員 127.5分の15 

二 特定任期付職員 107.5分の15 

（端数の取扱） 

第３条 前条に規定する基準額又は調整額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

るものとする。 

附 則（令04規程第７号・一部改正） 

この規程は、令和４年７月１日から施行する。 

附 則（令04規程第11号・一部改正） 

この規程は、令和４年８月１日から施行する。 

附 則（令04規程第15号・一部改正） 



 

この規程は、令和４年10月１日から施行する。 

附 則（令04規程第30号・一部改正） 

この規程は、令和４年12月１日から施行する。 

附 則（令04規程第40号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和５年２月１日から施行し、この規程による改正後の国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「新任期付職員給与規程」という。）の規

定は、令和４年４月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 新任期付職員給与規程第６条の規定にかかわらず、令和５年２月１日以降に在職する

任期付職員であって、この規程による改正前の国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付

職員給与規程（以下「旧任期付職員給与規程」という。）に基づき令和４年４月から令和５

年１月までの間に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、それぞれ当該

各号に掲げる額を、令和５年２月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給等 新任期付職員給与規程第11条及び第12条若しくは第12条の３又は第24条第１項

から第６項までの規定により算定される令和４年４月から令和５年１月までの間に支給さ

れるべき俸給等に相当する額から、令和４年４月から令和５年１月までの間に支給された

俸給等の額を減じた額 

二 職責加算額 新任期付職員給与規程第13条第４項の規定により算定される令和４年４月

から令和５年１月までの間に支給されるべき職責加算額に相当する額から、令和４年４月

から令和５年１月までの間に支給された職責加算額の額を減じた額 

三 超過勤務手当 新任期付職員給与規程第14条の規定により算定される令和４年５月から

令和５年１月までの間に支給されるべき超過勤務手当に相当する額から、令和４年５月か

ら令和５年１月までの間に支給された超過勤務手当の額を減じた額 

四 業績手当 新任期付職員給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（29規程第37号）附則第

２条の規定により算定される令和４年６月及び12月に支給されるべき業績手当に相当する

額から、同年６月及び12月に支給された業績手当の額（同年６月２日から11月30日までの

間に給与法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員と

なった者及び任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定

する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられていた者であって人事規程第

21条の規定により研究所に復帰した者の業績手当については、同年６月に、旧任期付職員

給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程の一部を改正する規程（29規程第37号）附則第２条の規定により算定した

額を支払ったものとみなした額）を減じた額 

五 期末手当 新任期付職員給与規程第22条又は第24条第１項から第３項まで若しくは第５

項の規定により算定される令和４年６月及び12月に支給されるべき期末手当に相当する額

から、同年６月及び12月に支給された期末手当の額を減じた額 



 

第３条 令和５年２月１日以降に在職する任期付職員であって、旧任期付職員給与規程第23

条、第25条の２、第26条第１項、第26条の２第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31

条の規定により令和４年４月から令和５年１月までの間に給与を減額して支給された任期付

職員については、新任期付職員給与規程第23条、第25条の２、第26条第１項、第26条の２第

１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により算定される令和４年４月から令

和５年１月までの間に減額されるべき額に相当する額から、令和４年４月から令和５年１月

までの間に減額された額を減じた額を、令和５年２月に支給する給与から減ずるものとす

る。 

第４条 この附則第２条第１号から第３号まで及び第５号並びに前条の規定は、次の各号に掲

げる者について準用する。この場合においてこの附則第２条及び前条中「令和５年２月１日

以降に在職する任期付職員」とあるのは、「令和４年４月１日から令和５年２月１日の前日

までの間に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 令和４年４月１日から令和５年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、令

和５年２月１日以降引き続き給与法等適用職員である者 

二 令和４年４月１日から令和５年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、令

和５年２月１日に、任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

第５条 この附則第２条第４号の規定は、次の各号に掲げる者について準用する。この場合に

おいてこの附則第２条及び第３条中「令和５年２月１日以降に在職する任期付職員」とある

のは、「令和４年12月１日に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 令和４年 12 月１日に任期付職員として在職し、令和４年 12 月２日から令和５年２月１

日までの間に給与法等適用職員となり、令和５年２月１日以降も引き続き給与法等適用職

員である者 

二 令和４年12月１日に任期付職員として在職し、令和４年12月２日から令和５年２月１日

までの間に任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定す

る転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者となり、令和５年２月

１日以降も引き続き任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

附 則（令04規程第47号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 （業績手当の基礎額の調整） 

第２条 第19条第２項又は第21条第２項に規定する評価者が理事長である任期付職員の業績手

当の基礎額及び第19条第３項又は第21条第３項に規定する基礎額は、当該規定にかかわら

ず、当分の間は当該基礎額に100分の70を乗じて得られた額とする。 

２ 第21条第２項ただし書きに規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当

の基礎額は、第１項の額に第21条第２項の基礎額に100分の30を乗じて得られた額を加えた

額とする。 



 

３ 第21条第３項ただし書きに規定する者のうち理事長が特に必要と認める者に係る業績手当

の基礎額は、第１項の額に第21条第３項の基礎額に100分の30を乗じて得られた額を加えた

額とする。 

附 則（令05規程第16号・一部改正） 

この規程は、令和５年７月27日から施行する。 

附 則（令05規程第20号・一部改正） 

この規程は、令和５年10月１日から施行する。 

附 則（令05規程第27号・一部改正） 

この規程は、令和６年１月１日から施行する。 

附 則（令05規程第32号・一部改正） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和６年２月１日から施行し、この規程による改正後の国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程（以下「新任期付職員給与規程」という。）の規

定は、令和５年４月１日から適用する。 

（給与の差額の支給） 

第２条 新任期付職員給与規程第６条の規定にかかわらず、令和６年２月１日以降に在職する

任期付職員であって、この規程による改正前の国立研究開発法人産業技術総合研究所任期付

職員給与規程（以下「旧任期付職員給与規程」という。）に基づき令和５年４月から令和６

年１月までの間に次の各号に掲げる給与を支給された任期付職員については、それぞれ当該

各号に掲げる額を、令和６年２月の俸給の支給定日に給与として支給する。 

一 俸給等 新任期付職員給与規程第11条及び第12条若しくは第12条の３又は第24条第１項

から第６項までの規定により算定される令和５年４月から令和６年１月までの間に支給さ

れるべき俸給等に相当する額から、令和５年４月から令和６年１月までの間に支給された

俸給等の額を減じた額 

二 職責加算額 新任期付職員給与規程第13条第４項の規定により算定される令和５年４月

から令和６年１月までの間に支給されるべき職責加算額に相当する額から、令和５年４月

から令和６年１月までの間に支給された職責加算額の額を減じた額 

三 超過勤務手当 新任期付職員給与規程第14条の規定により算定される令和５年５月から

令和６年１月までの間に支給されるべき超過勤務手当に相当する額から、令和５年５月か

ら令和６年１月までの間に支給された超過勤務手当の額を減じた額 

四 業績手当 新任期付職員給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法

人産業技術総合研究所任期付職員給与規程の一部を改正する規程（04規程第47号）附則第

２条の規定により算定される令和５年６月及び12月に支給されるべき業績手当に相当する

額から、同年６月及び12月に支給された業績手当の額（同年６月２日から11月30日までの

間に給与法等適用職員から人事交流により引き続きこの規程の適用を受ける任期付職員と

なった者及び任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定

する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられていた者であって人事規程第

21条の規定により研究所に復帰した者の業績手当については、同年６月に、旧任期付職員



 

給与規程第19条、第21条又は第24条第１項及び国立研究開発法人産業技術総合研究所任期

付職員給与規程の一部を改正する規程（04規程第47号）附則第２条の規定により算定した

額を支払ったものとみなした額）を減じた額 

五 期末手当 新任期付職員給与規程第22条又は第24条第１項から第３項まで若しくは第５

項の規定により算定される令和５年６月及び12月に支給されるべき期末手当に相当する額

から、同年６月及び12月に支給された期末手当の額を減じた額 

第３条 令和６年２月１日以降に在職する任期付職員であって、旧任期付職員給与規程第23

条、第25条の２、第26条第１項、第26条の２第１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31

条の規定により令和５年４月から令和６年１月までの間に給与を減額して支給された任期付

職員については、新任期付職員給与規程第23条、第25条の２、第26条第１項、第26条の２第

１項、第28条第１項、第30条第１項又は第31条の規定により算定される令和５年４月から令

和６年１月までの間に減額されるべき額に相当する額から、令和５年４月から令和６年１月

までの間に減額された額を減じた額を、令和５年２月に支給する給与から減ずるものとす

る。 

第４条 この附則第２条第１号から第３号まで及び第５号並びに前条の規定は、次の各号に掲

げる者について準用する。この場合においてこの附則第２条及び前条中「令和６年２月１日

以降に在職する任期付職員」とあるのは、「令和５年４月１日から令和６年２月１日の前日

までの間に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 令和５年４月１日から令和６年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、令

和６年２月１日以降引き続き給与法等適用職員である者 

二 令和５年４月１日から令和６年２月１日の前日までの間に任期付職員として在職し、令

和６年２月１日に、任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

第５条 この附則第２条第４号の規定は、次の各号に掲げる者について準用する。この場合に

おいてこの附則第２条及び第３条中「令和６年２月１日以降に在職する任期付職員」とある

のは、「令和５年12月１日に在職した任期付職員」と読み替えるものとする。 

一 令和５年 12 月１日に任期付職員として在職し、令和５年 12 月２日から令和６年２月１

日までの間に給与法等適用職員となり、令和６年２月１日以降も引き続き給与法等適用職

員である者 

二 令和５年12月１日に任期付職員として在職し、令和５年12月２日から令和６年２月１日

までの間に任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号に規定す

る転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者となり、令和６年２月

１日以降も引き続き任期付職員就業規則第10条第１項の規定により人事規程第15条第１号

に規定する転籍出向又は同条第２号に規定する在籍出向を命ぜられている者 

附 則（令05規程第41号・一部改正） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 



 

別表第１ 

 

任期付職員俸給表 

号俸 月   額 

特 1 159,200 円 

特 2 175,400 円 

特 3 191,800 円 

特 4 205,800 円 

特 5 222,800 円 

特 6 236,900 円 

特 7 252,200 円 

特 8 266,300 円 

特 9 281,000 円 

特 10 297,200 円 

1 310,900 円 

2 326,100 円 

3 343,500 円 

4 356,800 円 

5 373,200 円 

6 390,300 円 

7 406,500 円 

8 421,500 円 

9 436,600 円 

10 451,500 円 

11 466,700 円 

12 482,300 円 

13 498,100 円 

14 513,800 円 

15 529,500 円 

16 551,300 円 

17 572,800 円 

18 594,300 円 



 

19 611,900 円 

20 636,700 円 

21 661,800 円 

22 686,600 円 

23 711,400 円 

24 736,500 円 

25 761,600 円 

26 786,600 円 

27 812,000 円 

28 837,000 円 

29 862,100 円 

30 887,200 円 

31 912,200 円 

32 937,300 円 

33 962,400 円 

34 987,400 円 

35 1,012,500 円 

36 1,037,500 円 

37 1,062,500 円 

38 1,087,400 円 

39 1,112,400 円 

40 1,137,500 円 

41 1,162,600 円 

42 1,187,600 円 

43 1,212,700 円 

 

別表第２ 

 

任期付職員基本年俸表 

号俸 基本年俸額 

特1 4,419,600円 

特2 4,525,200円 



 

特3 4,630,800円 

特4 4,736,400円 

特5 4,842,000円 

特6 4,947,600円 

特7 5,053,200円 

特8 5,158,800円 

特9 5,264,400円 

特10 5,370,000円 

特11 5,475,600円 

特12 5,581,200円 

特13 5,686,800円 

1 5,792,400円 

2 5,898,000円 

3 6,003,600円 

4 6,109,200円 

5 6,214,800円 

6 6,320,400円 

7 6,426,000円 

8 6,531,600円 

9 6,637,200円 

10 6,742,800円 

11 6,848,400円 

12 6,954,000円 

13 7,059,600円 

14 7,165,200円 

15 7,270,800円 

16 7,376,400円 

17 7,482,000円 

18 7,587,600円 

19 7,693,200円 

20 7,798,800円 

21 7,904,400円 



 

22 8,010,000円 

23 8,115,600円 

24 8,221,200円 

25 8,326,800円 

26 8,432,400円 

27 8,538,000円 

28 8,643,600円 

29 8,749,200円 

30 8,854,800円 

31 8,960,400円 

32 9,066,000円 

33 9,171,600円 

34 9,277,200円 

35 9,382,800円 

36 9,488,400円 

37 9,594,000円 

38 9,699,600円 

39 9,805,200円 

40 9,910,800円 

41 10,016,400円 

42 10,122,000円 

43 10,227,600円 

44 10,333,200円 

45 10,438,800円 

46 10,544,400円 

47 10,650,000円 

48 10,755,600円 

49 10,861,200円 

50 10,966,800円 

51 11,072,400円 

52 11,178,000円 

53 11,283,600円 



 

54 11,389,200円 

55 11,494,800円 

56 11,600,400円 

57 11,706,000円 

58 11,811,600円 

59 11,917,200円 

60 12,022,800円 

61 12,128,400円 

62 12,234,000円 

63 12,339,600円 

64 12,445,200円 

65 12,550,800円 

66 12,656,400円 

67 12,762,000円 

68 12,867,600円 

69 12,973,200円 

70 13,078,800円 

71 13,184,400円 

72 13,290,000円 

73 13,395,600円 

74 13,501,200円 

75 13,606,800円 

76 13,712,400円 

77 13,818,000円 

78 13,923,600円 

79 14,029,200円 

80 14,134,800円 

81 14,240,400円 

82 14,346,000円 

83 14,451,600円 

84 14,557,200円 

85 14,662,800円 



 

86 14,768,400円 

87 14,874,000円 

88 14,979,600円 

89 15,085,200円 

90 15,190,800円 

91 15,296,400円 

92 15,402,000円 

93 15,507,600円 

94 15,613,200円 

95 15,718,800円 

96 15,824,400円 

97 15,930,000円 

98 16,035,600円 

99 16,141,200円 

100 16,246,800円 

101 16,352,400円 

102 16,458,000円 

103 16,563,600円 

 

別表第３ 

 

業績給表 

号俸 業績給年額 

1 0円 

2 105,600円 

3 211,200円 

4 316,800円 

5 422,400円 

6 528,000円 

7 633,600円 

8 739,200円 

9 844,800円 



 

10 950,400円 

11 1,056,000円 

12 1,161,600円 

13 1,267,200円 

14 1,372,800円 

15 1,478,400円 

16 1,584,000円 

17 1,689,600円 

18 1,795,200円 

19 1,900,800円 

20 2,006,400円 

21 2,112,000円 

22 2,217,600円 

23 2,323,200円 

24 2,428,800円 

25 2,534,400円 

26 2,640,000円 

27 2,745,600円 

28 2,851,200円 

29 2,956,800円 

30 3,062,400円 

31 3,168,000円 

32 3,273,600円 

33 3,379,200円 

34 3,484,800円 

35 3,590,400円 

36 3,696,000円 

37 3,801,600円 

38 3,907,200円 

39 4,012,800円 

40 4,118,400円 

41 4,224,000円 



 

42 4,329,600円 

43 4,435,200円 

44 4,540,800円 

45 4,646,400円 

46 4,752,000円 

47 4,857,600円 

 


